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総括研究報告書 

企業等で雇用されている間における就労継続支援等の適正な実施プロセスについての研究 

（２２GC１０１８） 

研究代表者 若林 功（常磐大学） 

 

研究要旨 

 

企業等で雇用されている間における就労系障害福祉サービスの利用（以下、一時利用）に

ついてニーズがあることが、2021 年 12 月「障害者総合支援法改正法施行後３年の見直しに

ついて（中間整理）」や 2021 年 6 月「障害者雇用・福祉施策の連携強化に関する検討会報

告書」（以下、検討会報告書）で指摘された。この一時利用については、自治体の判断等に

より実施されている事例が散見されるものの、その実態は十分には把握されていない。加え

て、一時利用を活用するうえでは、上述の通り、就労アセスメントとの関係や、就労継続支

援等から雇用につなげるための仕組みとの関係の検討が必要と考えられるが、これまで十

分にこれらの観点から一時利用は検討されてきていない。 

そこで、本研究では（１）予備的検討（一時利用に関する法的問題点についての検討を含

む）を行ったうえで、（２）市町村への量的調査、（３）障害福祉サービス事業所、企業への

聴き取り調査を行う。そして、（４）就労系障害福祉サービスから雇用への移行、就職後の

ステップアップ、復職、福祉的就労への移行等における課題点や支援ノウハウ・雇用管理ノ

ウハウの整理を行う。そして、（５）実施手引きとして取りまとめを行うことを目的とした。 

そして、令和 4 年度では以下のような成果が得られた。(1)本研究で特に扱うべき一時利

用に関するトピックの明確化（福祉的就労場面を活用しての一般就労時間の延長、福祉的

就労場面を活用しての復職支援を主に扱うこと）、(2)休職の規定や兼業等について法律的

観点から検討する必要性、(3)市区町村を対象とした量的調査では市区町村による一時利用

に関する支給決定の現況が把握されたこと（移行および B 型が多いこと等）、(4)予備的質

的調査からは、現在の状況から、一時利用に関するニーズの存在や、運用方法にばらつき

があることが把握された。 
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〇研究代表者： 

若林 功(常磐大学・人間科学部／准教授) 

 

〇研究分担者：①八重田 淳(筑波大学・人間系／教授)②前原 和明(秋田大学・教育文化

学部／教授)③山口 明乙香(高松大学・発達科学部／教授)④後藤 由紀子(筑波技術大学・

障害者高等教育研究支援センター／助教)⑤富田 文子(埼玉県立大学・保健医療福祉学部／

助教)⑥永野 仁美(上智大学・法学部／教授)⑦長谷川 珠子(福島大学・行政政策学類／准

教授)⑧野﨑 智仁(国際医療福祉大学・保健医療学部／講師) 

 

Ａ.研究目的 

企業等で雇用されている間における就労

系障害福祉サービスの利用（以下、一時利

用）についてニーズがあることが、2021 年

12 月「障害者総合支援法改正法施行後３年

の見直しについて（中間整理）」や 2021 年

6 月「障害者雇用・福祉施策の連携強化に関

する検討会報告書」（以下、検討会報告書）

で指摘された。一方、検討会報告書では、一

時利用の意義を認めつつ、本人の意向等を

十分に踏まえつつ、十分なアセスメントを

実施するとともに、ハローワーク等の行政

機関を含め、第三者的な立場の参画により

一時利用の必要性等を精査する必要性を指

摘している。また、企業等が安易に一時利用

を選択することがないよう留意する必要性

を指摘する議論があったことも示されてい

る。 

この一時利用については、自治体の判断

等により実施されている事例が散見される

ものの、その実態は十分には把握されてい

ない。加えて、一時利用を活用するうえで

は、上述の通り、就労アセスメントとの関係

や、就労継続支援等から雇用につなげるた

めの仕組みとの関係の検討が必要と考えら

れるが、これまで十分にこれらの観点から

一時利用は検討されてきていない。 

厚生労働科学研究費補助金「就労アセス

メントの実施促進に向けた多機関連携によ

る就労支援モデル整備のための調査研究」

では就労系障害福祉サービス関係者が就労

アセスメントの上で持つべき視点等につい

て明らかにしたが、一時利用については知

見が得られていない。また、厚生労働科学研

究費補助金「就労継続支援 B 型事業所にお

ける精神障害者等に対する支援の実態と効

果的な支援プログラム開発に関する研究」

では、就労継続支援 B 型事業所の工賃向上

等についての効果的なプログラムの要素

（出勤時間の柔軟性、体調に応じた作業調

整等）等の知見が見いだされたものの、一時

利用については検討されていない。 

以上を踏まえ、本研究でまず、一時利用の

実態を明らかにするために、（１）予備的検

討（一時利用に関する法的問題点について

の検討を含む）を行ったうえで、（２）市町

村への量的調査、（３）障害福祉サービス事

業所、企業への聴き取り調査を行う。そし

て、（４）就労系障害福祉サービスから雇用

への移行、就職後のステップアップ、復職、

福祉的就労への移行等における課題点や支

援ノウハウ・雇用管理ノウハウの整理を行

う。そして、（５）①就労系障害福祉サービ

ス事業所、②障害者を雇用する企業等、③支
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給決定を行う市町村、④ハローワーク等の

就労支援機関の各々について当該取組の適

切かつ標準的な実施プロセスとはどのよう

なものか検討を行い、実施手引きとして取

りまとめを行うことを目的とする。 

 

Ｂ.研究方法 

令和 4 年度では主に（１）予備的検討、

（２）一時利用に関する法的問題点につい

ての検討、（３）全国の市町村への量的調査、

（４）障害福祉サービス事業所、企業への聴

き取り調査、を行った。 

（１）については、研究者間での検討、

研究協力者（本研究に最も関連の深い先行

研究の担当者及び就労移行支援事業所で一

般企業に在籍し休職中の利用者の復職支援

を行っている担当者）からのヒアリングを

行った。 

（２）については、文献や判例を基に法

学的観点からの検討を行った。 

（３）については、2023 年 3 月に全国

の市区町村 1741 か所に資料Ⅰの調査票に

よる郵送調査を行った。 

（４）については、予備的に障害福祉サ

ービス事業所、企業、市町村に、一時利用

や一時利用に類似した形態での就労支援の

実際、支給決定の実際について、聴き取り

調査を行った。聴き取った内容は、文字起

こしを行ったうえで、内容をまとめた。 

 

（倫理面への配慮） 

なお、本調査の倫理審査については研究

分担者の所属する高松大学研究倫理審査

(高大研倫審 2022002)の承認を得て実施し

た。 

 

Ｃ. 研究結果 

１. 予備的検討 

①研究者間での予備的検討 

参加した研究者間での検討を行った。そ

の結果、一時利用の活用方法のうち、 

・就労継続支援等から一般企業へ徐々に移

行し、一般企業での就業時間を延長してい

く「時間延長」 

・一般企業就労中に休職し就労継続支援等

を活用し一般企業への復職を目指す「復

職」 

を、本研究での主な検討ポイントとするこ

ととなった。 

なお、それ以外の、就労継続支援等と一

般企業での就労と「併用」について、特に

期間の定めを設けずに実施する方法や、一

般企業から就労継続支援等への「徐々に福

祉的就労に移行」することについては、従

来からこれらの活用は想定はされているも

のの、本研究では前記「時間延長」「復職

支援」を中心的に扱うこととなった。 

 

②先行研究及び実践例の把握 

本研究に最も関連性の高い先行研究であ

る「令和３年度障害者総合福祉推進事業

『就労系福祉サービスにおける支援の質の

向上に関する調査研究』」について、研究

を実施した株式会社ＦＶＰ担当者（稲山由

美子氏、本研究の研究協力者）より、専門

家ヒアリングを行い、また本研究参加研究

者とも意見交換を行い、一時利用の実態に

ついて理解を深めた。 

また、この『就労系福祉サービスにおけ

る支援の質の向上に関する調査研究』に参

画し、かつ本研究の研究協力者である、稲

葉健太郎氏（名古屋市総合リハビリテーシ
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ョンセンター＜就労移行支援事業等も行っ

ている＞）からも専門家ヒアリングを行っ

た。このヒアリングの内容は、名古屋市総

合リハビリテーションセンターにおいて、

脳血管障害、高次脳機能障害を有し休職し

ている人の復職支援を行っていることに関

するものであり、手続きや事例についてオ

ンラインにて講演してもらい、本研究参加

研究者とも意見交換を行った。 

 

２. 法的観点からの一時利用の検討 

本研究の分担研究者及び研究協力者のう

ち、法学を専門とする研究者より、一時利

用についての法的観点からの検討を行っ

た。観点は「既存の休職制度の法的位置づ

けの確認と、一時利用と既存の休職制度と

の関係を考察した場合に生じうる法的問

題」「一時利用と兼業・二重就業に関する

労働法上の問題の関係」「一時利用と社会

保険・労働保険の適用関係」であった。 

 「既存の休職制度の法的位置づけの確認

と、一時利用と既存の休職制度との関係を

考察した場合に生じうる法的問題」につい

ては、病気休職制度、治療と仕事の両立支

援策、復職可能性の判断方法等を概観し、

休職期間中に就労継続支援Ａ型やＢ型で働

いてもらい、そこでの就労状況が良くない

場合には、もとの会社では復職させられな

いという判断につながりやすいことや、休

職期間中に傷病手当金が出ている場合等の

就労継続支援Ａ型やＢ型の工賃の取扱いの

問題があること等の検討課題があることを

指摘した。 

「一時利用と兼業・二重就業に関する労

働法上の問題の関係」については、就業規

則の観点から兼業・二重就業、労働時間の

通算の制度について確認を行った。そして

特に A 型で一時利用を行う場合、所属企業

が就業規則によって兼業や二重就業を許可

制としている場合には、たとえ休業期間中

であってもＡ型を利用することの許可を得

る必要がある可能性があること、企業およ

び A 型で通算して 1 日８時間を超えて働

く場合、Ａ型において３６協定を締結し少

なくとも労基法上の要件を満たすというこ

とが求められること、労働時間の通算のル

ールについて、企業もそうだが、特にＡ型

事業所のほうにも十分に周知する必要があ

ること等を指摘した。 

「一時利用と社会保険・労働保険の適用関

係」については、まず社会保険・労働保険

の制度について概観した。そして、一時利

用を念頭に置きながら社会保険、労働保険

を考えた場合、特に A 型事業所での就労は

「雇用」とされていることから、企業で就

労しつつ A 型事業所でも就労する場合に

は、社会保険・労働保険の適用に関して

も、「兼業・副業」の場合に適用されるル

ールを適用する必要性が指摘された。他

方、企業での就労と B 型事業所での就労を

組み合わせる場合には、B 型事業所で働く

者の「使用関係」（社会保険の場合）や労

働者性（労働保険の場合）について検討し

たうえで、その適用の在り方について改め

て考える必要がある。とりわけ、労災保険

における通勤災害の取扱いは、一時利用を

推進していく際に問題となり得る重要な論

点であることを指摘した。 

 

３. 全国の市町村に対する量的調査 

全国の自治体 1,741 箇所に、一時利用に

関しての支給決定の実態を把握するため、
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2023 年 3 月 20 日～3 月 31 日までの期間

で郵送調査を行った。質問項目は令和 2～

令和 4 年 12 月分までの、就労移行支援、

就労継続支援 A、就労継続支援 B の支給決

定件数や、そのうちの一時利用の支給決定

件数、一時利用の支給決定がある場合の障

害種類、年代、目的等の事例概要、一時利

用に関する支給決定基準の有無等であっ

た。 

調査を実施した結果、556 件の回答を得

た（回収率 32％）。また、この 3 年弱の期

間のうち支給決定件数全体は、就労移行支

援 28534 件、就労継続支援 A 型 34500

件、就労継続支援 B 型 127680 件であった

が、うち一時利用の支給決定件数は移行

271 件、A 型 10 件、B 型 242 件と。移行

および B 型が多いこと等が把握された。 

この調査に関しては、現在分析中であり、

今後、学会等で結果について報告すること

としたい。 

 

４. 質的調査 

研究代表者及び分担研究者で予備的に質

的調査（聴き取り調査）を行った。 

研究代表者は、市町村担当者に、一般就

労中における福祉的就労の利用について、

まずそのようなケースがあるのか、またそ

の支給決定を行う場合の手続き等について

把握した。その結果、市町村によってはそ

のようなケースについて障害福祉課という

課のレベル等で支給決定しているなどの実

態があること、今後一時利用について法制

化される予定があることは 2022 年度の調

査時点（11～12 月）ではあまり普及して

いないことなどが把握された。 

また研究分担者である野﨑氏は障害福祉

事業所に対し、やはり予備的に一時利用に

関するニーズについて聴き取りにより把握

し、症状や生活状況の変化に合わせた一時

利用へのニーズ，雇用率達成には到達して

いないものの雇用契約締結時から労働時間

の拡大へのニーズ，加齢や対象者のモチベ

ーション低下に伴うフェードアウトへのニ

ーズがあることが把握された。 

なお、その他、研究分担者である八重田

氏は、UH-CDS の就労支援スペシャリス

トの Eric Folk 氏と Jared Galeai 氏に対す

るヒアリングにより企業雇用の就労継続支

援プロセスに関するアメリカの知見を得る

ことを目的に聴き取り調査を行っている

(2023/3/3 面会）。また環太平洋障害ダイ

バーシティカンファレンスに参加し

(2023/3/6-7)、特に APSE の取り組みと就

労継続を実現している知的障害者へのヒア

リングを実施し、雇用継続要因の仮説を探

っている。 

 

 

Ｄ. 考察 

１. 予備的検討について 

研究者間の検討において比較的時間を要

したものの、本研究で特に扱うべき一時利

用に関するトピックとして、 

・福祉的就労場面を活用しての一般就労時

間を延長していくこと 

・福祉的就労場面を活用して復職を支援し

ていくこと 

がメインとなることが明確になってき

た。 

２. 法的観点からの一時利用の検討につい

て 

一時利用に関しで以下のような法律上の
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問題があること抽出された。すなわち、 

・休職中の傷病手当金と、就労継続支援 A 

型、 B 型の給与・工賃の関係を検討す

る必要性 

•企業側、あるいは就労継続支援 A 型のそ

れぞれの就業規定における「兼業」の規

程の問題。兼業が禁止されている場

合 、一時利用はどのように位置づけに

なるか検討する必要性 

•B 型と企業の一時利用について労働災害

（通勤途上含む）の 問題、特に B 型に

出勤、あるいは半日は B 型で半日 は企

業等の場合の検討の必要性 

があることが明らかになってきた。 

これらの観点について、様々な関係者が

参照すると考えられる「手引き」できちん

と触れる必要があることが示されたと考え

られる。 

３. 市区町村を対象とした量的調査につい

て 

市区町村を対象とした量的調査では、就

労移行支援 28534 件、就労継続支援 A 型

34500 件、就労継続支援 B 型 127680 件で

あったが、うち一時利用の支給決定件数は

移行 271 件、A 型 10 件、B 型 242 件と、

移行および B 型が多いこと等が把握された

が、現在分析中である。さらに同調査のデ

ータを分析することで、市区町村によって

支給決定された、現行での一時利用の事例

の傾向について（障害種類や年代など）が

把握される予定である。このような対象者

像が示されることで、一時利用の効果的な

進め方や留意点を検討する際に有用となる

ことが考えられる。 

４. 予備的な質的調査（聴き取り調査）に

ついて 

研究代表者及び分担研究者のよる予備的

な質的調査（聴き取り調査）では、一時利

用に関するニーズや実態について、そのよ

うな事例やニーズが存在することや、一方

で本稿執筆時点は、障害者総合支援法によ

る一時利用については明確な制度とはなっ

ていないこともあり、関係者による理解や

運用方法にはばらつきがあることが把握さ

れた。このように得られた質的データにつ

いてはさらに検討を行い、今後さらに聴き

取り調査を行う上で、また手引きを作成し

ていくうえでの参考とすることとしたい。 

 

なお、以上のような令和 4 年度の取り組

みを踏まえ、令和 5 年度は、量的調査で得

られたデータの分析、質的調査の本格実施

を経て、実施手引きとして取りまとめを行

うこととする。 

 

Ｅ. 結論 

令和 4 年度は、研究者間の意見交換、予

備調査（研究協力者へのヒアリング）、一

時利用が制度化された場合の法的観点から

の検討、量的調査の準備、発送、回収、予

備的な質的調査（聴き取り調査）を行っ

た。 

そして、本研究で特に扱うべき一時利用

に関するトピックの明確化（福祉的就労場

面を活用しての一般就労時間の延長、福祉

的就労場面を活用しての復職支援を主に扱

うこと）、休職の規定や兼業等について法

律的観点から検討する必要性、市区町村を

対象とした量的調査では市区町村による一

時利用に関する支給決定の現況が把握され

たこと（移行および B 型が多いこと等）、

予備的質的調査では、現在の状況から、一
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時利用に関するニーズの存在や、運用方法

にばらつきがあることが把握された。 

 

Ｆ. 健康危険情報 

該当なし 

 

Ｇ. 研究発表 

１．論文発表 

１）長谷川珠子（2022）：「障害者の地域生

活を支える仕組み」菊池馨実編著『相

談支援の法的構造－「地 域共生社

会」構想の理論分析』、255-279 

２）永野仁美(2022)：就労継続支援 A 型

事業所の閉鎖に伴う整理解雇の有効

性：ネオユニットほか事件、ジュリス

ト 1576、154-157 

３）永野仁美(2022.8):『障害者雇用と労働

組合－障害者の更なる雇用促進と職場

定着に向けた課題と労働組合の役割に

関する調査研究委員会報告書』「フラ

ンスにおける障害者雇用と労働組合の

役割」等、公益財団法人 連合総合生

活開発研究所、(分担執筆 36-44、70-

71、75-76) 

４）野﨑智仁 平野大輔 谷口敬道

(2022)：精神障害者の精神症状と社会

生活技能の遂行状況が就労定着に与え

る影響に関する研究、国際医療福祉大

学学会誌、27（2）、31-42 

 

２．学会発表 

１）長谷川珠子(2022.9.18):「裁判例から

みる精神障害者雇用」 日本産業保健

法学会第 2 回学術大会、シンポジウム

２「精神障害者の雇用促進と法－合理

的配慮を中心に」 

２）野﨑智仁、郡司空、渡邊龍ノ介、田上

莉帆、北條友哉、佐藤凪紗、竹越仁

美、秋元祐希、藤宮将大・石川和正、

大谷樹生、千吉良知映、奥村隆彦

（2022）: 就労支援に関連した身体障

害領域における作業療法報告事例の分

析、 日本職業リハビリテーション学

会第 49 回宮城大会 

３）野﨑智仁、平野大輔、木原藍子、添野

裕太、谷口敬道(2022)：精神障害者の

疾病要因と社会生活技能が 1 年以上の

就労定着に与える影響の分析、日本作

業療法学会第 56 回大会、 

 

Ｈ. 知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

該当なし 

 

２．実用新案登録 

該当なし 

 

３．その他 

該当なし 
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Ⅱ. 分担研究報告 
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令和４年度 厚生労働科学研究費補助金(障害者政策総合研究事業) 

分担研究報告書 

 

株式会社 FVP 令和 3年度障害者総合福祉推進事業 

『就労系福祉サービスにおける支援の質の向上に関する調査』結果について 

 

研究代表者 若 林  功 （常 磐 大 学） 

研究協力者 稲山 由美子 （株式会社 FVP） 

【研究要旨】 

本報告は、2021 年度 株式会社 FVP が障害者総合福祉推進事業で行った「就労系福祉サ

ービスにおける支援の質の向上に関する調査」の調査結果での、就労系障害福祉サービス

利用の実態、多様な利用者の実態についての結果について概要を記述した。本調査は就労

支援の実態が明らかにされていない多様な利用者の実態把握を目的とした。多様な利用者

を 10 タイプに定義し、利用状況を分析した。結果として、企業併用（一時利用）利用者

は 12.5％であった。タイプ別分析による、期待される支援効果、支援課題、留意点などの

取りまとめを行った。 

 

Ａ.研究目的 

株式会社ＦＶＰは 2021 年度障害者総合

福祉推進事業で「就労系福祉サービスにお

ける支援の質の向上に関する調査」を行っ

た。その調査結果をもとに令和 4 年度厚生

労働科学研究「企業等で雇用されている間

における就労継続支援等の適正な実施プロ

セスについての研究」を進める上で、一般就

労中に就労系障害福祉サービス利用をする

上での問題点、懸念点などを考察すること

を目的とした。 

 

Ｂ.調査方法 

株式会社ＦＶＰ 稲山由美子氏より調査

結果について報告いただいた。続いて、本研

究の研究者が参加し、さらに質問をする事

で、より詳細な情報収集を行った。なお、本

稿では稲山氏の講演部分のみをまとめてい

る。 

 

Ｃ.結果と考察 

推進事業の個票に書かれていた目的・内

容は図表 1 の通りであり、就労支援が十分

に提供されていない障害者（新たな障害者）

に対する就労系福祉サービスの支援の実態、

新たな対象者に対して、質の高い支援を行

うための支援者の人材育成の実態について

把握をするということが調査目的であった。 

  図表１ 目的 
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この調査では、人材育成の質問について

も設けられていたが、調査の中で多く取り

上げられなかった事、本研究が障害者総合

福祉推進事業に基づく研究であり、特に一

時利用についてのテーマであるため、多様

な利用者の実態に焦点を絞り、その結果を

確認したものである。 

どのように調査を行ったのかは、インタ

ーネットによるアンケート調査を実施、そ

の回答者のうち一部の事業所にヒアリング

調査、及びその考察といった手順であった

（図表２）。 

多様な利用者の、特に企業、学校と福祉サ

ービスの併用について運用面で現行につ

いては図表３である。特に、図表３の下４

項目（一般就労へ移行した際の利用、休職

中の障害者の復職支援、一般就労中就労

を行わない日や時間のサービス利用、大

学等在学中の利用）が併用に該当する資

料となっている。 

それぞれの状況に応じ、自治体の判断

で運用している部分においての実際のデ

ータを集めるために行った調査であった。

 

 

図表２ 調査内容 

図表３ 企業での就労等と就労系福祉サービスに関する現行 
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厚生労働省を通じ、各自治体に調査依頼を

かけ、各自治体から所管のＡ、Ｂ、移行、全

てに対して発信。インターネットを利用し

てデータを収集した。 

母数の確定に苦労したが、当時の国保連

に上がっている対象事業所数２万 958 か所

に対し、回答数は 5,352 件、25.5％の回収

となった。 

調査の事前検討過程において、多様な利

用者については 10タイプに定義をし、この

利用者がいるかどうか、また何人いるのか、

それぞれに対し どのような支援を行って

いるかを調査した。10タイプの定義につい

ては図表５のとおりである。 

  

図表４ アンケート調査概要 

 

図表５ 多様な利用者の 10タイプ 
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①から⑥までが、企業や学校との併用で

の利用している想定となっている。 

⑦から⑩までは、併用ではなく多様な就労

形態ということで、それぞれヒアリングを

行った。 

併用については、状況に応じ①から⑤ま

でに分け、それに該当しない⑥(その他の理

由による企業と事業所の併用)に分けた。 

さらに、この６タイプについて、厚生労働

省にイメージ図を作成依頼し、入り口での

併用、出口での併用、あるいは就労している

なかで時々の状況に応じた併用という整理

を行った（図表６）。

 

 

 

実際に利用状況を聞いた質問項目を図表

７に示す。 

事実として 10 タイプの利用者を受け入

れた経験があるかどうかを聞き、あると回

答した事業所について、ケースとして該当

する５人分について細かく利用実態をヒア

リングし、質問を掘り下げていった。 

期限については、令和２年度から直近３

年間に受入れをした新しい利用者から５人

までとした。 

アンケート内容が複雑で面倒な内容であ

ったため、誤解が生じてしまった事や上手

く聞き出せないという問題も起こった。 

アンケート上で多様な利用者の受入れ要

件として就労系福祉サービス事業所との利

用契約を交わしている方と規定し、記載し

ていたが、回収したアンケート票には、契約

は結べなかった、結んでいないが、そういっ

た利用者は存在しており、支援をしている。 

といった回答が含まれており、無償で支

援をしている事例が含まれていたことが、

詳しいヒアリング調査で判明した。 

  

図表６ 企業等の就労先がありながら事業所を併用している利用者のイメージ図 
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実際の事業種別、利用定員、多様な利用者

の受入状況についての調査結果は図表８の

とおりである。 

10タイプのうち、企業との併用は 12.6％

の該当者がおり、それ以外では、退職後の

50 歳以上の利用者が数多く出現していた。

８の学生 2.6％、９の難病者 16.4％ 10 の

高次脳 23.5％という受入れ状況結果であっ

た。何らかの形で多様な利用者の受入れ 

をしたという事業所は、該当する利用者が

いないというところで差引きをした 47％余

りが利用者の受入れがあるという回答であ

った。  

受入状況について、事業種別、利用定員数

別のデータは図表９のとおりである。赤と

青の色がついている数字が他のデータより

も顕著に傾向が現れたものである。

 

 

 

 

 

 

図表７ 質問項目 
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図表８ 調査結果 

 

図表９ 多様な利用者の受入状況 
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受入状況のタイプ別の受入人数を１事業

所当たりで見ると、大抵が１人受け入れて

いるという状況ではあったが、中には高齢、

難病、高次脳、を２人と回答している例も多

く散見された。 

併用で見ると、入り口のところの入職直

後の支援について２人と回答している率が

やや多くなっていた（図表 10）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、多様な事業者の受入経路だが、相談支

援事業所からが 54.3％で最も多く、次いで

本人、家族からとなっている（図表 11）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 11 多様な利用者の受入状況（受入れ経路） 

図表 10 多様な利用者の受入状況 
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タイプ別受入経路の結果をみると、その受

入れ経路にもそれぞれ違いがみられた 

（図表 12）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各事業所へ５人ずつケースがあれば、最大

５人まで実際のケースについて回答を依頼

した結果、7,878人分データが集まり、これ

を全体で見たり、タイプ別で見たりした結 

 

果は図表 13のとおりである。 

なかには矛盾しているものも含まれている。 

障害種類別が左側のデータ、右側が年齢別

のデータとなっている。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 12 タイプ別受入れ経路 

 

図表 13 利用者別集計結果 （障害種別・年齢） 
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図表 14 は 7,878 人分全ての受入事業種

別、利用開始からの期間データである。 

 

 

 

図表 15は 7,878人分の利用頻度、利用時

間の利用状況分析データである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 14 利用者別集計結果 （受入れ事業・利用開始からの期間） 

 

図表 15 利用者別集計結果 （利用頻度・利用時間）

間） 
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図表 16は 7,878人分の併用の場合の企業

等での障害の開示、非開示の割合・受入れま

での期間についてのデータである。 

さらに、通勤通学の頻度、企業との併用の

場合、企業での勤務時間という集計結果で

ある（図表 17）。 

 

  

  

  

図表 17 利用者別集計結果 （企業や学校への通勤・通学頻度・企業での勤務時間） 

 

図表 16 利用者別集計結果 （企業等での障害の開示・受入れまでの期間） 
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7,878 人のそれぞれの支援状況について

伺った上で、内容について、フリーアンサー

等でも聞いたものを踏まえ、タイプ別に特

徴をまとめた。個々のタイプ別についての

補足について。 

 （タイプ１）入職時、就労後の環境に段階

的に慣れていけるよう企業等で働きながら

サービスを利用した者、こちらについては、

受入事業所が 175 か所、ケースは 348 人集

まった。傾向を見ると、Ａ型での受入実績が

多いものの、１か所当たりの平均人数で見

ると、移行での受入れがやや多くなってい

る。利用者の例では、フリーアンサーも踏ま

えて抜粋をしたものが図表 18である。 

有期雇用は週 20 時間以下の短時間勤務

での一般就労、生活リズムの安定、体調管理

の面で継続サポートが必要な方、あるいは

トライアル雇用中施設外支援の方といった

ような事例がある。 

 支援内容は図表 18右側のとおり。全体の

スコアに比べて高いところが赤いマーカー、

低いところが青のマーカーとなっている。 

 このタイプについて期待される支援効果

としては、就職して間もない時期でいうと、

早期離職のリスク回避に役立つ、あるいは

勤務状態が 20 時間未満や、シフト制など、

生活リズム、メンタル面での安定のために

サポートを望む利用者に有効なのではない

か。スムーズな本採用につなげやすいとい

うのがトライアル雇用のケースかと思われ

るが、そのような効果が期待される。 

 一方で、支援課題、留意点として、通常の

定着支援とは異なり、さらに契約してまで

この支援が必要かどうかの明確な基準がな

いのではないか、生活リズムの安定、メンタ

ルの安定ということを主目的で支援に入る

と、どこの段階で支援を終了すればいいの

か、そのタイミングの見極めが難しいとい

った意見が聞かれた。 

 

 

 

 

（タイプ２）６か月以上経過して、生活習

慣、対人面で課題があるというケースでの

併用での支援となっている。出現ケースは、

タイプ１に比べて少なかった。ここで規定

をしているのが生活習慣、対人面というこ

となので、支援に入ることによって、リフレ

ッシュ効果、離職の防止になるといったよ

うな効果が見られた。ただ、一方で課題とし

て、先ほど同様、基準が不明確ではないか、

それから、これについて自治体の理解を得

図表 18 タイプ別分析 （タイプ１） 
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て、契約によって併用利用というのが難し

いため、ケースも少なかったが、回答の中に

も、「実は無報酬でやっています」というも

のも混ざっていたという点で、このケース

を抜き出すこと自体、少々難しいものであ

った（図表 19）。 

 

 

（タイプ３）６か月以上経過で一時的な体

調不良の立て直しのためと、さらにケース

のイメージが難しかったこともあり、出現

率は少なくなっていた。支援の内容、期待さ

れる成果や課題というところでも、ケース

が少なかったので顕著なことは言えないが、

参考ケースとして図表 20を示す。 

このタイプ３については、タイプ４が休

職中であるが、こちらは一時的な体調不良

ということで、休職する前に立て直しが図

れれば、休職を避けることができるという

ところで期待されるのではないかというよ

うな意見があった。

図表 19 タイプ別分析 （タイプ２） 

 

図表 20 タイプ別分析 （タイプ３） 
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（タイプ４）休職中でリワーク、職場復帰に

向けた準備のための支援というところで、

こちらは一定割合、特に移行でのケースが

多く見られた。手厚く、目的が明確であり、

支援の内容も明確に複数にわたってなされ

ていたというところが見て取れる。復職を

目的としているので、期待される成果とし

ては、復職ができた、あるいは復職に至らな

かった場合にも、その次の支援にスムーズ

に進めることができたといったような意見

は出ていた。 

ただ、このケースの場合、企業において定

められた休職期間満了直前に来られると、

意味のある支援に繋がり難かった という

ような話も出ていた（図表 21）。 

 

（タイプ５）高齢化、体力の減退により、企

業での就労が徐々に難しくなっているとい

ったケースであり、企業にはまだ籍を置い

ている方を対象とした。 

ここもケースとしての出現数は少なくはな

るが、比較的ケースは顕著に出ていて、企業

から相談が入るといったようなことで、そ

れに対応した事業所の姿が見られた（図表

22）。 

  

図表 21 タイプ別分析 （タイプ４） 

 

図表 22 タイプ別分析 （タイプ５） 
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（タイプ６）１から５までには当てはまら

ないが、併用で受け入れた事例ということ

で、１つは、コロナのために勤務時間が短縮

された、あるいは一時待機のような感じで、

生活リズム、体調面の安定というところに

心配がある方を福祉で受入れ、支援をした

というようなケースがあった。 

それと、元から繁閑の差がある就職先（給

食センター、農業など）であり、 暇な時期、

一人で家にいると不安定になってしまうよ

うな方をサポートしているという事例が見

られ、５つまでのタイプに当てはまらない

併用であった。ここは、自治体の理解があれ

ば契約を結び、併用を利用出来たのではな

いかと思われる（図表 23）。 

 

以上が併用利用であり、（タイプ７）高齢

の方は、Ｂ型はじめ、各事業での受入れが複

数にわたって見られたというところで、最

も事例が多く集まったタイプになる。しか

し、ここを細かく見ていくと、その後も就労

を希望している 50歳以上の方と、徐々に就

労から離れていくような、生活面での支援

中心になっていく方と分かれていき、就職

を希望する方に対しては、移行やＡ型が受

皿となり、再就職、あるいは生活の糧として

働く場所を求める方の受皿ということで支

援がなされていた（図表 24）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図表 23 タイプ別分析 （タイプ６） 

 

図表 24 タイプ別分析 （タイプ７） 
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（タイプ８）学生の場合はケースが少なく

なってしまうが、こちらは、就活の支援、就

職が難しいというところで支援を必要とし

たというところで、ほかとは違う傾向が見

られた。もちろん年齢は若い方に限定され、

学校や医療機関からの紹介経路で受入れと

いうことになる。支援内容は手厚くされて

いるが、ここに関して言うと、併用につい

て、まだ学校との切り分けをどうやるのか、

どうやって併用していくのかというところ

について、サービス内容が定まっていない

ため、戸惑いながら支援をされているよう

な印象を受けた（図表 25）。 

 
 

 

（タイプ９）難病の方、こちらについて印象

的だったのは、受皿となる支援者側がノウ

ハウを持っていないため、経過の中で受入

れはしているものの、戸惑いながら、スタッ

フも負担を感じながら支援を行っていると 

 

いう実情がかいま見えた。中には、専門の機

関に相談をしながら、あるいは他の同様の

福祉事業所に相談をしながら、アドバイス

を受け支援を実施しているといったような

事例もあった（図表 26）。 

 

 

 

 

図表 25 タイプ別分析 （タイプ８） 

 

図表 26 タイプ別分析 （タイプ９） 
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（タイプ 10）高次脳機能障害の方、こちら

も難病の方と同様で支援の内容について自

信は持てないが、経過の中で受け入れてい

るというのが見られた（図表 27）。 

 

  

 

考察として、図表 28に上げたような内容

で報告書は取りまとめをしている。5,352件

回収のうち 47.8％で、10タイプ、いずれか

の多様な利用者の受入れというのが見られ

た。試行錯誤の中で支援が行われていると

いう状況であり、企業併用利用者は 12.5％

だった。現行制度の運用の中で、自治体が認

めた範囲で、個別対応の支援が行われてい

た。 

企業併用に当たらない３種については、

一般就労の希望の有無によって、支援方法、

方針は異なる。しかし、受入事業所では対応

に関する知識、経験の不足、アセスメント支

援目標の設定に難しさを感じている様子が

うかがえ、専門機関との連携が望まれる状

況となっている。 

企業併用利用者については、多少はケー

スが集まったのでつぶさに見ていくと、併

用のスタイルは様々で、類型化するには難

しさがあったが、併用のニーズ自体は、福祉

的な支援、御本人目線にあるのか、雇用促

進、あるいは管理といった点で企業側にあ

るのか、あるいは年齢層が若年か、高年齢層

かということによって、支援目的、必要性、

支援内容はそれぞれ異なってくると思われ

る。併用利用者の支援を行った事業所から

は、心身の安定、生活リズムの維持といった

ところで、支援に入ることの効果、手応えを

感じていたようである。 

一部ではあるが、短時間からの時間の延

長、離職の防止、復職といったところで、成

果も報告があったが、一方で、適正な併用期

間の設定、企業と連携しての双方納得の支

援、定着支援との切り分けであったり、基準

の問題というところは課題も示されている。 

復職など、企業ごとの就業規定との関わ

りの深い支援の場合、企業の意向の確認が

必要なので連携は欠かせないが、移行では

ないＡ型、Ｂ型に関して、実際、連携が出来

ていないことは今後の課題だと感じている。 

 

 

図表 27 タイプ別分析 （タイプ 10） 
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タイプ別分析に基づく就労支援モデルを

図表 29に提示した。最終的に、当初想定と

同数の 10タイプにしているものの、高齢の

利用者をタイプ７の１、２と、就職を希望す

る方と、そうでない高齢の方というのに分

けて、最終的にはモデルということでまと

めた結果となった。各タイプの詳細は図表

29に示した通りである。 

 

D. 健康危険情報 

なし 

 

E. 研究発表 

1.論文発表 

なし 

2.学会発表 

なし 

 

F. 知的財産権の出願・登録状況 

1.特許取得 

なし 

2.実用新案登録 

なし 

3.その他 

なし 

 

  

図表 28 調査結果考察 
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図表 29 多様な利用者の就労支援モデル 
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令和４年度 厚生労働科学研究費補助金(障害者政策総合研究事業) 

（分担）研究報告書 

名古屋市総合リハビリテーションセンターにおける 

就労移行支援を利用した復職支援 

 

研究代表者 若 林  功 （常 磐 大 学） 

研究協力者 稲葉 健太郎（名古屋市総合リハビリテーションセンター） 

 

【研究要旨】 

企業等で雇用されている間の就労系障害福祉サービスの利用の実態を明らかにするため、 

名古屋市総合リハビリテーションセンターの就労移行支援事業所における取り扱いや実態

について記述した。すなわち、特に企業に在籍し休職中である高次脳機能障害者の場合の就

労移行支援の利用開始、就労移行支援中の訓練の構成（最後の段階の職場実習を含む）であ

る。これらを進めるにあたり、一般就労中の障害者が休職した場合の、休職期間中において

就労系障害福祉サービス利用について示している「平成 29 年度障害福祉サービス等報酬改

定等に関するＱ＆Ａ」の把握や、障害認識が十分でない等の高次脳機能障害者の障害特性、

企業との調整等が重要であることが示された。 

 

Ａ.研究目的 

名古屋市と連携し、特に脳卒中や交通

事故等による頭部外傷などによる高次脳

機能障害のある方の復職支援を、就労移

行支援事業所を活用して行っている名古

屋市総合リハビリテーションセンター

（名古屋リハ）から、この取り組みにつ

いて情報収集を行い、その実際の概要や

留意点などを把握することを目的とし

た。 

 

Ｂ.調査方法 

 名古屋リハで就労移行支援事業所を活

用して、高次脳機能障害を有する利用者

に復職支援を行う場合の、利用開始の手

続き方法、就労移行支援事業所での訓練

の流れについて記述した。 

 

Ｃ. 結果 

１）名古屋市総合リハビリテーションセ

ンターの概要 

名古屋リハは、相談から医療、訓練を

経て、自立した社会生活を営むことがで

きるよう一貫したリハビリテーションサ

ービスを提供するとともに、スポーツ活

動の場を提供するなど、障害のある方や

高齢の方が、社会の一員として自分らし

く生きられるよう、さまざまな支援を行

う施設である。名古屋リハ内の各部門の

概要は図表１の通りとなっている。 

 

２）名古屋リハにおける復職を目指した

就労移行支援利用のプロセス及び名古屋

市における一般就労中の就労系障害福祉

サービスの利用に係る取り扱い 

執筆者の所属は名古屋リハの就労移行

支援事業所である。この就労移行支援事

業は定員 46名であり、休職から復職支援

を目指す支援を行っている。休職中で復

職を目指す利用者は、脳卒中か交通事故

等による頭部外傷などによる高次脳機能

障害のある方が圧倒的に多く、うつ病等

精神疾患を主症状とする方はいない。定

員 46人のうち 3/5程度が復職を目指す

人、2/5程度が新規就労を目指す人とい

う割合になっている。 

名古屋リハにおいて、休職から復職を目

指す利用者の利用期間は平均８か月であ

り、2021 年度はコロナ禍で新規就労の利

用期間が９か月と少し長くなったものの、

復職に限っては８か月を切るぐらいであ

る。 
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図表１ 名古屋市総合リハビリテーションセンターの各部門概要 

 

まずは在宅復帰と通所の練習のところ

からスタートしている。そしてその次に就

労移行支援の利用となる。 

自立訓練の時点で、人によっては身体障

害者手帳や精神障害者保健福祉手帳を取

得されているが、特に高次脳機能障害のあ

る人が手帳を申請するためには、発症から

６か月経過してからでないと精神障害者

保健福祉手帳は取得できないため、取得し

ていない人もいる。また、本人たちには障

害認識がないため手帳を取ろうとすらし

ていない場合もある。多くの人が名古屋リ

ハ利用中に申請するパターンであり、診断

書での利用が多い。 

回復期リハの病院や名古屋リハ附属病

院から自立訓練を経て、または自立訓練を

経ずに就労移行支援へつながる方が利用

するとなった場合、市役所に申請を出すが、

その時点では利用するかが分からない人

が多いため、まずは見学と相談という形で

 
1 名古屋リハとして相談支援を自分のところで

は持たない。機関は機関であるが、基本的には各

地域に任せたいとの考え方のため、地元の相談支

援を使うという形をとっている。 
2 名古屋市（2019）「平成 29 年度障害福祉サー

ビス等報酬改定等に関するＱ＆Ａ（平成 29 年 3

月 30 日）」の取扱いについて

<https://www.kaigo-

wel.city.nagoya.jp/view/wel/docs/20190306000

10/＞ 

来所していただく。そして、相談を受け

（「職業相談」として、名古屋リハを利用

する・しないに関わらず実施をしている）

その中で最終的に利用するかどうかを決

めるという形をとっている。初めから利用

すると決まっている人も若干名はいる。 

相談をしてから利用する方に対し、そ

こで初めて障害福祉サービスの内容を詳

しく説明を行い、申請の手続等を全部お

伝えしている。そのため、通常の就労移

行支援の利用の進め方と異なるが、名古

屋リハが各地域の相談支援を紹介したり
1、役所にも、例えば名古屋市においては

復職に当たっての申立書等がある2。本来

であれば名古屋市に行ってから記入して

準備する書類ではあるが、復職の方は急

がれる場合が多く、本人もすぐに戻れる

と思っているため、あまり手続きに時間

がかかると、利用しないまま復職して、

結果としてうまくいかなくなってしまう

 

の中の「休職期間中の就労系障害福祉サービス利

用に係る申立書」(XLSX 形式) 

なお、これは厚生労働省の障害福祉課事務連絡

「平成 29 年度障害福祉サービス等報酬改定等に

関するＱ＆Ａ（平成 29 年 3 月 30 日）」

（http://www.rehab.go.jp/application/files/741

5/2299/2716/2_05_2929330.pdf 問 12）等に

基づくものである。 

 

1.総合相談部門：総合窓口として、障害者の各種の相談に応じる。 

2.医療部門：身体障害者等を対象に自立を目的としたリハビリテーション医療を行う。

（病床 80床） 

3.自立支援部門：障害者が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるように、

種々の訓練や支援を行う。（主な対象者は身体障害者（肢体不自由者及び視覚障害者

及び高次脳機能障害と診断された方） 

ア 自立訓練（機能訓練） 55 人／自立生活援助 

イ 就労移行支援 46 人／就労定着支援 

ウ 施設入所支援 40 人（自立訓練又は就労移行支援を受けている方対象） 

4.調査研究・企画・啓発部門：リハビリテーション技術の向上や介護ロボットの活用促

進のため、研究・開発・各種の情報提供を行うとともに補装具の製作・修理を行う。 

https://www.kaigo-wel.city.nagoya.jp/view/wel/docs/2019030600010/＞
https://www.kaigo-wel.city.nagoya.jp/view/wel/docs/2019030600010/＞
https://www.kaigo-wel.city.nagoya.jp/view/wel/docs/2019030600010/＞
https://www.kaigo-wel.city.nagoya.jp/view/wel/docs/2019030600010/＞


35 

 

ことが起こり得る。そのため、なるべく

スムーズに流れるように、名古屋リハで

事前に書類作成を支援してから役所に行

き、計画相談を立ててもらうという形を

とっている。 

なお、復職を目指した就労移行支援開

始の手続に関して、であるが、当初から

名古屋リハが会社とやり取りすることは

ない。ただし、障害福祉課事務連絡にも

記載があるように、企業事業主がこの支

援を利用することに了解を得る必要があ

るため、本人から会社に利用することに

ついて伝えてもらっている。しかし、障

害福祉サービスのことを事業主は知らな

いことが多く、説明が上手くできないと

こじれたりしてしまう事もあるため、利

用者には「リハビリをしていてこれから

就労のリハビリをするので、それを使っ

ていいですか」という簡潔な内容を会社

につたえるようアドバイスしている。 

しかし、それでも調整が困難な場合や産

業医から名古屋リハを紹介されてくる場

合、会社から話が来る場合、そして会社が

理解してくれないため、当事者から話をし

てほしいと言われる場合は間に入り説明

することもある。 

 

３）利用開始後の支援の流れ 

休職中に就労移行を利用開始して当初

は、企業には顔を出さずに、普通に就労移

行支援に全部の時間を費やし、簡単な職業

評価のバッテリーを行う。すなわち、ワー

クサンプル法であるマイクロタワーを改

編したものを行ったり、GATB を行ったり

して評価を出し、簡単な初期の課題に取り

組んでもらい、１か月弱でその評価結果を

本人に返すとともに、会社側にそこでアク

ションを取っていく。また、名古屋リハは

医療の評価もあるため、医療的観点からも、

WAISや記憶、注意について把握する。 

その後、会社と話し合いをし、復帰時の

 

3 

https://www.mhlw.go.jp/bunya/shougaihok

en/service/dl/qa08.pdf 問 8 

4 厚労省のＨＰには掲載されていないため、

イメージを持ちながら、現状でできるこ

と・苦手になっていることを整理し、３ヶ

月間は集中的に訓練を行う。 

おおよそ３か月ぐらいすると少し本人

が障害について認識するようになってく

る。３か月経過してから多いのは、利用中

に実習という形で行かせてもらう。決して

復職（一般就労）ではなく、あくまで実習

という扱いをとり、職場の障害の理解を促

進するとともに、マッチした業務の設定を

行なっていく流れになっている。 

 

４）就労移行支援と一般就労中の利用に

ついて 

一般就労中の就労移行を含む就労系障

害福祉サービスの利用について、平成 19

年（2007年）12月 19日付 厚生労働省障

害福祉課事務連絡「障害福祉サービスに係

るＱ＆Ａ（指定基準・報酬関係）（VOL.２）

の送付について」において、一般就労に移

行した利用者が当該就労を行わない日に、

市町村が認めた場合に日中活動サービス

を利用することができる。とされているが
3、それ以前から、名古屋市は就労移行でも

週 30 時間未満や週 20 時間未満のバイト

を認めていた時代があった。その時代では、

そのバイト先に就職するためというより

日々の生活費に困っているため週 20 時間

以内のバイトをしている人が一定数いた。

2007 年の事務連絡について、名古屋市は

就労移行支援も含むと判断していた。すな

わち、日中活動の中に就労移行も含まれる

という認識ではあった。しかし令和元年

11月 5日付障障発 1105号第１号厚生労働

省障害福祉課長通知4「就労移行支援事業

の適正な実施について」において、同事務

連絡は就労移行支援には適用されること

は想定していなかったが、その旨を明示し

ていなかったことから、一部の市町村にお

いて、その取扱いに誤解が生じている。一

方、利用者の状態等によっては、一般就労

大阪府ＨＰに掲載のものを提示する。 
https://www.pref.osaka.lg.jp/attach/1640/003

37136/syuurouikousiennzigyounotekiseinazissi

nituite.pdf 

 

https://www.mhlw.go.jp/bunya/shougaihoken/service/dl/qa08.pdf
https://www.mhlw.go.jp/bunya/shougaihoken/service/dl/qa08.pdf
https://www.pref.osaka.lg.jp/attach/1640/00337136/syuurouikousiennzigyounotekiseinazissinituite.pdf
https://www.pref.osaka.lg.jp/attach/1640/00337136/syuurouikousiennzigyounotekiseinazissinituite.pdf
https://www.pref.osaka.lg.jp/attach/1640/00337136/syuurouikousiennzigyounotekiseinazissinituite.pdf
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へ移行した後も改めて就労移行支援を利

用とされ、実際に会社等で働きながらの就

労移行支援利用については就労移行支援

事業所で引き続き訓練を受けながら働く

ことが、勤務時間や労働日数を増やすこと

につながる場合や、新たな職種への就職を

希望しており、就労移行支援の利用が必要

である場合などもあることから、市町村が、

利用者が就職したことを把握した上で、就

労中の就労移行支援の必要性が認められ

ると判断し、改めて就労移行支援の利用に

ついて支給決定を行った場合に限られる

ことが明示されたが、現状それを使う人は

いない。むしろ現場では職場で習得してい

くなど職場の中のことを覚えてもらい、レ

ベルアップを図ったほうがよいとなり、そ

れならばジョブコーチ支援を職場で行っ

たほうがよいということになっている。 

また、就労移行支援中に復職のために、

実習という形で復職先候補の職場等で仕

事をしてもらうことが多い。そのことによ

り、復職前にミスマッチを防ぐことができ

るため、復職後に再度就労移行支援の支給

決定を受けることがほとんどないのが実

態である。 

そのほか、休職についての補足説明とし

て、有給で休んでいる人も利用しており、

実際は休職扱いも企業によって異なる。病

欠の期間が長い会社や、設定が長い会社も

ある。病欠の時点からスタートしていても、

休職扱いになっていない人とか、また、本

人が事業主の場合、被雇用者ではないため

働きながら就労移行支援を利用している

人もいた。 

 休職期間の残り期間は８か月弱ぐらい

は残してきている人が多いが、なかには残

り１、２か月という方もいて、名古屋リハ

ではやれるところまでやっている。それで

期限が来てしまい、その時点で成果が出て

いて復職できる方もいるが、一方で成果が

出ず退職となるケースもある。その場合に

は、手続的には休職中の就労移行ではなく

て、普通の就労移行利用に切り替えること

となる。いわば名古屋リハに通所する過ご

し方自体は変わらずに、休職中から無職へ

立場が変わり、復職から新規就労へ目標が

変わるということである。 

なお、他の都道府県からも話が挙がる困

った事例として、休職中に前の会社の仕事

が到底難しいという場合、例えば、少人数

の従業員で肉体労働の仕事をしていた方

が、麻痺が残ってしまう障害の場合、その

仕事自体が無理になる。そうなると、新規

就労をしたいが、休職しながら就労移行を

利用し、かつ新規就労を目指したいと思う

なかで、通知の内容に「復職の見込みがあ

る」といった内容が書かれており、「確実

に復職につなげることが可能であると市

町村が判断した場合」の要件により、就労

移行支援の利用等ができないという場合

がある。高次脳機能障害系の方の場合も同

様で大きな課題となっている。 

 

D. 結論 

本稿では、名古屋リハの就労移行支援

事業所において、企業に在籍し休職中で

ある高次脳機能障害者の場合の就労移行

支援の利用開始、就労移行支援中の訓練

の構成（最後の段階の職場実習を含む）

について紹介した。そして、これらを進

めるにあたり、一般就労中の障害者が休

職した場合の、休職期間中において就労

系障害福祉サービス利用について示して

いる「平成 29 年度障害福祉サービス等

報酬改定等に関するＱ＆Ａ」や、障害認

識が十分でない等の障害特性、企業との

調整等が重要であることが示された。 

 

E. 健康危険情報 

該当なし 

 

F. 研究発表 

１．論文発表 

なし 

２．学会発表 

 なし 

G. 知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

該当なし 

２．実用新案登録 

該当なし 

３．その他 

  該当なし 
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令和４年度 厚生労働科学研究費補助金(障害者政策総合研究事業) 

 

分担研究報告書 

 

企業等で雇用されている間における就労継続支援等の適正な実施プロセスについての研究 

休職期間中の福祉的就労に係る法的課題の検討 

 

 研究協力者 石﨑 由希子（横浜国立大学） 

 研究代表者 若 林  功（常 磐 大 学） 

 

研究要旨 

 

本報告では、休職期間中の福祉的就労（就労継続支援事業の利用）に係る法的課題を検討するに先立ち、休職制度

の法的位置づけ等について確認する。特に、休職制度がどのような法的位置づけにあるのか、どのようなことが法的

問題として生じうるのかについて明らかにすることを目的とした。検討すべき課題として、休職期間中に就労継続支

援Ａ型やＢ型で働いてもらい、そこでの就労状況が良くない場合には、もとの会社では復職させられないという判断

につながりやすいことや、休職期間中に傷病手当金が出ている場合等の就労継続支援Ａ型やＢ型の工賃の取扱いの

問題があること等があることを指摘した。 

 

 

A.研究目的 

 休職期間中の福祉的就労（就労継続支援事業の利

用）に係る法的課題を検討するに先立ち、休職制度の

法的位置づけ等について確認する。特に、休職制度が

どのような法的位置づけにあるのか、どのようなこと

が法的問題として生じうるのかについて明らかにする

ことを目的とする。 

 

B.調査方法 

 一般就労中に就労系障害福祉サービスを利用するう

えで、特に休職復職支援で重要となる「Ⅰ 病気休職

の概要」「Ⅱ 病気休職制度の設計」「Ⅲ 復職可能性

の判断枠組み」「Ⅳ 復職可能性の判断方法」につい

て、文献や資料により情報を収集し、とりまとめを行

った。 

 

 

C.結果 

病気休職・復職に係る法的留意点 

Ⅰ 病気休職の概要 

病気休職は、一般に、「病気により労務提供不能、労

働不能になった労働者について、雇用を維持しつつ、比

較的長期間にわたり、労務を免除・禁止すること」と定

義されている。休職の場合、①長期になる、②働く義務

を免除するだけでなく、労働者から「まだ働ける・でき

る」という申し出があったとしても禁止する、命令によ

って休職させる場合もあり得るという特徴がある（図表

１）。なお、比較的短期に回復する病気の際に、労働者

の希望により休むことが認められる制度は、病気休暇と

呼ばれていることが多い。 
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図表１ 病気休職とは 

 

病気休職制度を各社で、取り入れるかどうか、あるい

は取り入れたとして、期間、賃金支払いなどの設定をど

うするのかといった点について、法的規制は無く、各社

の判断に委ねられている。ただし、これを企業内の制度

として取り入れるのであれば、就業規則に明記すること

が求められている。また、就業規則に規定される事項は、

一般に合理的な内容であることが求められる（労働契約

法7条）。 

なお、近年の「働き方改革」に係る政策の中で、「治療

と仕事の両立支援」も挙げられており、病気休暇制度を

設けることが望ましいとはされているものの、病気休職

制度を設けなければならないということにはなってい

ない。治療と仕事の両立支援に関しては、厚生労働省が

ガイドライン1を作成したり、両立支援制度の導入を促

す助成金等が設けられているが（図表２）、助成金は

2022年11月で廃止となっていた。また、労働者健康安

全機構の研修を経て、両立支援コーディネーターが養成

されているが、場合によっては、同時利用との関係にお

いてもキーマン的な存在になりうる可能性がある（図表

３）。 

 

 

1 厚生労働省「事業場における治療と仕事の両立支援

のためのガイドライン」

（https://www.mhlw.go.jp/content/11200000/000912

019.pdf）。 

 

 

 

https://www.mhlw.go.jp/content/11200000/000912019.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/11200000/000912019.pdf
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図表２ 治療と仕事の両立支援策 

 

 

図表３ 治療と仕事の両立支援策 両立支援コーディネーター 
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 図表４は、施策に関する根拠条文である。図表５は、

病気休職制度の導入状況に関する調査結果であり、大企

業では概ね導入されている傾向にあるが、中小企業にな

ると病気休職制度があるのは、５～６割程度となってい

る。 

 

 

図表４ 治療と仕事の両立支援策 労働施策総合推進法 

 

 

  

図表５ 病気休暇制度の導入状況 
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Ⅱ 病気休職制度の設計 

次に、病気休職制度設計に関わる重要な要素を述べて

いく。 

まず最初に、企業が病気休職期間中に賃金を支払うの

かについてであるが、実態調査2においては、７割の企業

で賃金は支給されないといった調査結果であった。ただ

し、健康保険法のもと、期間は１年６か月と限定はある

ものの、傷病手当金が健康保険より支給される仕組みが

ある。傷病手当金は、会社から賃金が支払われない場合、

そのまま支給されるが、今まで通りの賃金が支払われる

場合は、支給されない。また、減額された給料が、休職

期間中に支払われる場合、その金額に応じて、傷病手当

金が不支給・減額されることになる（図表６）。 

 

 

図表６ 制度設計：手当の支給の有無 

 

 次に、病気休職制度の対象者であるが、正社員にの

み適用し、非正規には適用していない企業が５割であ

る。近年、非正規労働者に対しては、同じような仕事

内容であれば同等の処遇にすべきという差別的取扱い

禁止の規制や、処遇に相違を設けること自体は認めら

 

2 JILPT「調査シリーズ No.181 病気の治療と仕事の

両立に関する実態調査（企業調査 2018)」 

れるとしても、不合理な差を設けてはいけないという

均衡待遇規制が導入されており、病気休職制度の適用

に関し、正規と非正規とで相違を設けることが認めら

れるかどうかは、法的な課題になり得るところである

（図表７）。 
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図表７ 制度設計：対象者 

 

有期契約労働者でも、継続的に雇用され、実際上、正社

員と同様に長期間にわたり雇用されているとなった場

合、有給の病気休暇制度がないことで、不合理だと判断

がされた事例もある（図表８、９）。 

 

 

図表８ 制度設計：対象者（参考） 日本郵便（東京）事件・最判令和2.10.15  
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図表９ 制度設計：対象者（参考） 大阪医科大学・最判令和2.10.13 

 

また、病気休職・復職の運用にあたっては、健康情報

のやり取りが生じうるが、健康情報は要配慮個人情報

と呼ばれるものに該当し、基本として、取得に当たり

本人同意が必要となる。健康情報の取扱いに関して

は、厚生労働省が指針3を出しており、労使の話合いの

上で規程を設けることなどを推奨している（図表

10）。 

  

 

3 厚生労働省「労働者の心身の状態に関する情報の適

正な取扱いのために事業者が講ずべき措置に関する 

指針」

（https://www.mhlw.go.jp/content/11303000/000343

667.pdf）。 
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図表10 制度設計：健康情報の取り扱い 

 

 

最後に、病気休職期間の満了について述べる。病気休職

の発令を受けて、休職期間中に回復し、無事復帰となれ

ば良いが、回復せず戻れないとなった場合の制度設計の

仕方は色々ある。休職期間満了までに治らなないのであ

れば解雇する設計もあれば、退職扱いとする設計もある。 

 解雇の場合は会社側が解雇の意思表示をして契約が

終了するが、退職扱いの場合は自動的に終わるという基

本的な違いがある。解雇については、労働法上、種々の

規制が設けられ、有効と認められるためには、合理的な

理由や相当性が必要とされているが（労働契約法16条）、

退職扱いに関する直接の規制はない。しかし、退職扱い

について、自動終了であるからといって、規制を免れら

れるのかというと、そうではない。退職扱いにしたとし

て、裁判で争いになれば同様の規制がかかってくるとの

判断がされており、解雇であっても退職であっても実質

的に大きく変わるわけではない。つまり、退職扱いであ

るにしても、裁判所では、合理的な理由に相当する状況

がないと、退職扱いという効果が認められないというよ

うな判断がされている。 

また、病気の原因が仕事にある場合、その業務上の

傷病の療養期間中（及びその後30日間）については、

解雇が制限されるという規制もあるが（労働基準法19

条）、裁判所では、業務上の傷病の療養期間中に退職扱

いにすることは、労働基準法19条の規制に反するとい

った判断も出ている（図表11）。 
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図表11 制度設計：期間満了時の効果 

 

病気休職制度について、どのような規定を就業規則に設

けるのかが実務上問題となるが、この点に関しては、厚

生労働省がモデル就業規則を示している（図表12）。次

に述べるように、休職期間満了時の扱いに関しては法的

紛争が生じやすいため、復職可能性の判断を慎重に行う

必要がある。 

 

図表12 モデル就業規則 
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Ⅲ 復職可能性の判断枠組み 

 厚生労働省の手引き4においては、休職の開始から終

了に至るまでのプロセスの中で、休職期間満了に先立っ

て、主治医の診断書をもらい、産業医の意見を聞きなが

ら、復帰プランを作っていくとした流れが示されている

が、どのように判断するのかということが重要な問題と

なってくる（図表13）。 

 

図表13 復職可能性の判断枠組み 

 

 

どのような場合に復職できるといえるかについても、各

社の就業規則の規定等に書き込まれていることも多い

が、原則論としては、「復職できる」あるいは「病気が

治った（治癒した）」と認められるためには、休職期間

 

4 厚生労働省=独立行政法人労働者健康安全機構「心の

健康問題により休業した労働者の職場復帰支援の手引

き」

（https://www.mhlw.go.jp/content/000561013.pdf）。 

満了時点において、休職前に従事していた従前の業務に

ついて、通常程度の勤務ができることが必要であると考

えられている（図表14）。 

 

 

 

 

https://www.mhlw.go.jp/content/000561013.pdf
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図表14 復職可能性の判断枠組み 

 

 しかし、裁判所は解雇や退職扱いの効力を厳格に判断

することとの関係で、復職可能性の判断枠組みについて

３つの修正を加えている（図表15）。 

 

 

図表15 復職可能性の判断枠組み：３つの修正 
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まず、【綜企画設計事件・東京地判平成 28・9・28】

では、期間満了時に回復していなくても、相当期間内に

回復すると見込めるのであれば、回復したと言えるとい

う判断がされている。回復が求められる時点を一定程度

延長しているといえる（図表16、図表17）。また、【独

立行政法人N社事件・東京地判平成16・3・26】では、

病み上がりですぐ今まで通り働けなくても、慣らし勤務

といった形で、多少軽い仕事に就かせれば、程なく元に

戻るというのであれば、回復していると見て良いと判断

されている。ただし、軽易な職務に就かせる期間が半年

ぐらいかかるのであれば、それは回復していないといっ

た判断がなされている（図表17）。そうすると、ここで

相当期間内というのは、数か月程度が想定されるものと

いえる。 

 

 

図表16 復職可能性の判断枠組み：修正① 
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図表17 復職可能性の判断枠組み：修正①  

 

「従前業務」について判断するという点（図表18）に

ついても修正がなされうる。裁判例では、職種の特定な

く雇われている人の場合、従前業務だけではなく、より

適した他の仕事がある場合には、その仕事への配置可能

性を検討するべきであるとされている。特に、障害者と

の関係では、合理的配慮をすることにより働けるかとい

った視点も重要になると言われている。 

 
図表18 復職可能性の判断枠組み：修正② 
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 現実的に配置可能な業務に当たるか否かを判断する

にあたり、考慮される事項としては、本人の能力、経

験、企業規模、実際の配置状況などがあり、これらを

総合的に判断して、現実的に配置可能かどうかが決ま

ってくる。合理的配慮の提供も過重な負担がかかる場

合には求められないが（障害者雇用促進法36条の

3）、同様に、「現実的に」配置可能かどうかが検討され

ることになる（図表19）。 

 

図表19 復職可能性の判断枠組み：修正②  

 

退職取扱いの効力について争われた【日本電気事件・東

京地判平成27・7・29】ではアスペルガー症候群の労働

者について、他の者とのコミュニケーションが不要な仕

事への配置転換もできるのではないかと主張していた

が、そういった業務は既に外注されているということで、

そうした業務への現実的な配置可能性は認められなか

った。また、この労働者は、総合職で、それなりの処遇

を受けているということもあり、その処遇に見合う仕事

ということで探すと、どうしてもコミュニケーションが

必要な業務になってしまうというところもあり、結論と

して、退職扱いもやむなしというような判断がされた

（図表20 ）。 
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図表20 復職可能性の判断枠組み：修正② 日本電気事件 

裁判例においては、コミュニケーション能力が不十分

であったり、元の同僚との関係が悪化していると復職が

難しいと判断される傾向がある。【日本ヒューレットパ

ッカード（退職取扱い）事件・東京高判決平成28・2・

25】では、労働者が被害妄想を有しており、病識がない

とみられる事案である。労働者側は、在宅勤務であれば

仕事ができると主張していたが、病識がなく、回復に向

かうかどうかがはっきりしないということなどを理由

に、（休職命令の効力が認められ）最終的に退職取扱い

の効力が肯定された（図表21）。 

 
図表21 復職可能性の判断枠組み：修正②  

 



52 

 

【神奈川SR経営労務センター事件・横浜地判平成30・

5・10／東京高判平成30・10・11】も人間関係絡みのこ

とが問題になったが、この事案では、人間関係に関わる

問題は精神疾患により生じたというわけではなく、会社

側が人間関係の調整に向けて配慮するべきと判断され、

労働者側が勝訴している。 

 【シャープNECディスプレイソリューションズ事件・

横浜地判令和3・12・23】において、会社側は労働者が

コミュニケーション能力を欠いており、復職は認められ

ないと主張したたが、裁判所は、コミュニケーションが

うまくいかないのは、病気が原因のものではないという

ことで、もともとの人間関係上の問題を復職可能性判断

に当たって考慮してはいけないと判断している（図表

22）。 

 

図表22 復職可能性の判断枠組み：修正②  

 

 

最後に、通常程度勤務できるという要件についても、特

に後遺障害が残っているようなケースにおいては、配慮

（合理的配慮）を受けるなどした上で勤務できればよい

という判断がされている（図表23、図表24）。
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図表23 復職可能性の判断枠組み：修正③ 

 

図表24 復職可能性の判断枠組み：修正③  
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Ⅳ 復職可能性の判断方法 

復職可能性の判断にあたり、主治医の診断書がキー

となるが、しばしば問題になるのは、診断書が疑わし

いとき、診断書が出てこないとき、どうするのかとい

うことである（図表25、図表26）。 

 

図表25 復職可能性の判断方法 

 

 

図表26 復職可能性の判断方法：①診断書の提出 
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医師によっては、患者に言われるままに診断書を出して

しまうといったケースもあり、その場合、診断書が出て

きても、会社として、信用できないと判断をすることも

ありうる。しかし、信用できないからと言って、復職を

認めないとすることが本当に出来るのかがここで問題

となる。この点に関し、【コンチネンタル・オートモー

ティブ事件・東京高判平成 29・11・15】、【アメックス

（休職期間満了）事件・東京地判平26・11・26】【第一

興商事件・東京地判平24・12・25】においては、（会社

が信用できないと決めつけるのでなく）会社が主治医に

確認する、場合によっては会社の産業医の意見を聞くな

どの対応が求められるとの判断が示されている（図表

27）。 

 

図表27 復職可能性の判断方法：①診断書の提出 

 

反対に、【建設技術研究所事件・大阪地判平成24・2・

15】においては、労働者側が診断書の提出をしない場

合、復職できるかどうか判断が出来ないため、解雇も

やむなしといった判断がされている（図表28）。 
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図表28 復職可能性の判断方法：①診断書の提出  

 

このように、復職可能性の判断は非常に難しいところで

はあるが、判断の手がかりになり得るものとして、試し

出勤が使われている（図表29）。 

 

図表29 復職可能性の判断方法：②試し出勤 
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  試し出勤とは、休職期間中にトライアルで（試しに）

勤務してみて、復職できるかどうかを判定することを目

的とするものであり、労働時間、日数を短縮させて勤務

することで、労働者と復帰先、双方の不安を解消し、円

滑な復帰に向けた準備を可能にするものと言われてい

る。円滑な復職、これまで通り働いていくためのプロセ

スの１手段という点では慣らし勤務とも共通している

が、その勤務を開始する時点で復職しているのか、して

いないのかという点に違いがあり、試し出勤は、復職に

先立ち実施され、復職判定という目的を持っているとこ

ろが大きな特徴といえる。 

 この試し出勤をめぐって生じうる１つの紛争類型は、

会社側は試し出勤をとしてやっているつもりだったが、

本人は完全に復職した（あくまで慣らし勤務に従事して

いただけである）と思っていたというようなケースで、

復職していたといえるかどうかが争点となる。過去のケ

ース【西濃シェンカー事件・東京地判平 22・3・18】、

【綜企画設計事件・東京地判平28・9・28】では、実際

の作業内容の他、試し出勤という位置づけが制度上はっ

きりしており、労働者にもその旨説明されている、とい

った点が考慮され、結論としては、復職したとは認めら

れないとの判断がなされている（図表30）。 

 

図表30 復職可能性の判断方法：②試し出勤 

 

 もう1つの紛争類型は、無給状態で試し出勤に従事

させることが許容されるかという問題である。【NHK

（名古屋放送局）事件・名古屋高判平30・6・26】で

は、無給で、試し出勤をさせており、この間の所得保

障は傷病手当金の支給のみであった。軽作業から始め

て、段階的に、元の仕事に近いような仕事に従事して

いくという内容の試し出勤だったが、無給扱いにして

いたことについて、最低賃金法との関係で問題がある

という判断が高裁で示されている（図表31）。
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図表31 復職可能性の判断方法：②試し出勤  

 

 

個人的には、傷病手当金が出ていたことも踏まえると、

無給で良いのではないか、最低賃金法違反という判断で

いいのかといった疑問もあるのだが、高裁による判断が

出ているところで、この点に留意する必要はある。 

 ただし、結局のところ、例えば休職期間中の就労継続

支援Ａ型の同時利用というケースでは、そこで給料が出

るということにはなるように思うので、最低賃金違反の

問題は生じないことにはなると思われる。ただ、この場

合、後に傷病手当金との関係で調整が必要になってくる

可能性はある。 

 また、復職可能性の判断に当たっては、職業センター

等で行っているリワーク支援も利用されることがあり、

このリワーク支援をやりながら、その枠組みの中で試し

出勤、あるいはＡ型利用、Ｂ型利用を計画に組み込んで

いくことが、今後考えられることになる（図表32）。 
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図表32 復職可能性の判断方法：③リワーク支援 

 

Ⅴ おわりに 

 最後に、改めて就労継続支援の同時利用との関係で考

えてみると、休職期間中の福祉的就労の利用に関しては、

復職可能性判断にあたっての判断材料として利用され

ていくのではないかと予想される。休職期間中に継続支

援Ａ型やＢ型で働いてもらい、そこでの就労状況が良く

ない場合には、もとの会社では復職させられないという

判断につながりやすい。一方で、利用状況が良いとなっ

た場合、復職させるべきという判断のほうに傾く事情で

はあるが、必ず復職させなければならないかについては、

多少慎重な検討が必要である。就労継続支援でやってい

る仕事内容について、元の仕事とどの程度の差があるの

かといった点や、診断書の内容等を見ながらの判断にな

ってくるだろう。 

 休職期間中における福祉的就労の利用については、よ

り安心できる環境で働ける、元の職場ではないため、復

帰したという誤解は招かないといったメリットが考え

られる。 

 休職制度のときに、完全無給であれば処理は容易であ

るが、会社からもお給料が出ている、Ａ型からも出てい

るとなった場合、傷病手当金との関係で調整が必要とな

る可能性はある。 

 また、最終的に復帰できないとなり、会社のほうから

解雇された後に、場合によっては福祉的就労のほうで継

続利用していくというキャリアトランジションの形と

いうのは１つあり得ると思われる。それが当事者の意向

を踏まえて、適切な形で行われるということであれば、

それ自体は別に問題ではないが、休職にして、福祉的就

労を利用させて、会社のほうを退職し、Ａ型を使った後

にまた再就職させてといった形をすることにより、福祉

的就労から一般就労に移行した人の数を増やすといっ

た使われ方をしたときに、障害者総合支援法の報酬との

関係で何か問題は生じないかは課題となりうるように

も思われる。その他の課題や留意事項として今後の研究

を進める上で検討していきたい（図表33）。 
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D. 健康危険情報 

なし 

 

E. 研究発表 

1.論文発表 

なし 

2.学会発表 

なし 

F. 知的財産権の出願・登録状況 

1.特許取得 

なし 

2.実用新案登録 

なし 

3.その他 

なし 

 

図表33 おわりに 
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令和４年度 厚生労働科学研究費補助金(障害者政策総合研究事業) 

 

分担研究報告書 

 

企業等で雇用されている間における就労継続支援等の適正な実施プロセスについての研究において 

兼業・二重就業に関する労働法上の問題 

 

研究分担者 長谷川珠子（福島大学） 

【研究要旨】 

本報告では厚生労働科学研究「企業等で雇用されている間における就労継続支援等の適正な実施プ

ロセスについての研究」において、就業規則における兼業・二重就業規制に関する労働法上の問題に

ついて明らかにする事を目的とした。そして、特に A 型で一時利用を行う場合、所属企業が就業規則

によって兼業や二重就業を許可制としている場合には、たとえ休業期間中であってもＡ型を利用する

ことの許可を得る必要がある可能性があること、企業および A 型で通算して 1 日８時間を超えて働く

場合、Ａ型において３６協定を締結し少なくとも労基法上の要件を満たすということが求められるこ

と、労働時間の通算のルールについて、企業のみならず、Ａ型事業所にも十分に周知する必要がある

こと等を指摘した。 

  

 

A.研究目的 

 本研究「企業等で雇用されている間における就

労継続支援等の適正な実施プロセスについての

研究」において就業規則における兼業・二重就業

規制に関する労働法上の問題について法律の観

点から考察し、研究者間での予備知識として共有

することを目的とした。 

 

B.調査方法 

 就業規則における兼業・二重就業規制について、

就労継続支援 A 型事業所・B 型事業所から見た問

題について、文献、資料により現行の制度を調査

した。 

 

C.結果 

Ⅰ 就業規則における兼業・二重就業規制 

【就業規則とは】 

労働条件や職場のルールについて使用者が定

める規則の総称が就業規則という。常時１０人以

上の労働者を使用する使用者は、就業規則の作成

義務を負う（労働基準法８９条）。また、就業規則

を作成または変更した場合には、当該事業場の過

半数代表の意見を聴いたうえで（同法９０条１

号）、行政官庁に届け出なければならない（同法８

９条）。 

就業規則の労働契約上の効力については、労働

契約法７条に定めがあり、「労働者及び使用者が

労働契約を締結する場合において、使用者が、合

理的な労働条件が定められている就業規則を労

働者に周知させていた場合には、労働契約の内容

は、その就業規則で定める労働条件による」こと

となる。 

 つまり、就業規則の内容が合理的である かつ、

その内容が労働者に周知されていれば、その就業

規則の内容が労働契約の内容になる。 

 したがって、原則として労働者は就業規則の内

容に拘束されるが、労働契約法７条但し書きにあ

るように、「労働契約において、労働者及び使用者

が就業規則の内容と異なる労働条件を合意して

いた部分については、この限りではない」ため、

就業規則の定める内容よりも、労働者にとって有

利な条件で労働者と使用者との間で個別に合意

があった場合には、当該個別合意が優先される

（図表１）。 
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【兼業・二重就業と懲戒処分】 

本研究との関係では、兼業や二重就業（以下、 

「兼業」という）を禁止する就業規則の規定が

ある場合に、労働者は兼業することができるかど

うかが問題となる。 

一般的に、労働者が本業として雇用されている

会社とは別の会社で働く場合や、自ら事業を営む

場合に、会社の利益を害するおそれがあることか

ら、就業規則に、「会社の許可なく、他に雇用され、

または、自ら事業を営んではならない」と定め、

その違反を懲戒事由として列挙する会社が多く

みられている。 

 ただし、会社で働く時間以外の私生活において、

労働者がどのように時間を使うかは、本来は労働

者側の自由であり、私生活の尊重や職業選択の自

由といった要請が働くため、兼業を全面的に禁止

する内容の就業規則は合理性がないと判断され

る可能性が非常に高い（図表２）。 

 

  

図表１ 就業規則とは 

 

図表２ 兼業・二重就業と懲戒処分 
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一切の兼業を禁じる就業規則は、合理性がなく、

労働者は当該就業規則に従う必要はないため、懲

戒処分の対象ともならない。 

一方で兼業を許可制とする規定には合理性が

認められると解される。次に問題となるのは、そ

のような就業規則の定めに反して、無許可で兼業

した場合、常に懲戒事由に該当し、懲戒処分が有

効となるかという点である。 

 この点について、無許可兼業が懲戒事由として

定められている場合であっても、①その兼業が深

夜に及ぶなど長時間であって、本来働くべき会社

での労務提供に具体的に支障が生じるといった

場合や、②兼業先が競業関係にある会社で、そこ

で働くことにより所属企業の利益を不当に侵害

するなど背信行為があると認められる場合に限

り、懲戒事由に該当すると解釈されており、許可

を得ずに、二重就業、兼業したからといって、常

に懲戒事由に該当するわけではない。 

 副業や兼業は、障害者雇用の場面だけではなく、

多様な働き方や 1億総活躍社会などが注目された

時期に、「副業・兼業の促進に関するガイドライン」

（以下、「ガイドライン」という）が、厚生労働省

によって定められ、社会的に広く注目を集めてい

る。ガイドラインは、自分の能力を生かしてキャ

リアを変えたり、副業ができる、そういった社会

にしていこうという目的で作成されたものであ

り、副業や兼業を制限するルールをなるべく減ら

していく方向で、議論が進められている。 

 ガイドラインでは、各企業が労働者の副業・兼

業の自由を制限することが許される場合として、

①労務提供上の支障がある場合、②業務上の秘密

が漏えいされる場合、③競業により自社の利益が

害される場合、④自社の名誉や信用を損なう行為

や信頼関係を破壊する行為がある場合を挙げ、そ

れ以外については、基本的には副業・兼業を制限

するべきではないとされている。 

 

【Ａ型併用の場合の考え方】 

以上の点を踏まえ、企業等での雇用と就労継続

支援Ａ型の利用を併用する場合に、どのような問

題が生じるかを検討する。 

 自らが雇用されている企業が就業規則によっ

て兼業を許可制としている場合には、たとえ休業

期間中であってもＡ型を利用することの許可を

会社から得る必要があると考える。 

 ただし、労働契約法７条但し書きにあるように、

当該労働者と使用者との間で、兼業することにつ

いての個別の同意があれば、兼業の許可制ルール

は当該労働者に及ばないため、障害者が企業との

間で、Ａ型利用について個別に同意していた場合

は、許可を得ることなくＡ型との併用ができる。 

 Ａ型との併用は、所属企業での雇用の継続を目

的とするものであり、所属企業がそれを許可しな

いことは、現実的にはあまり想定できないが、理

論的には、整理しておく問題がある。 

特に問題になりうると考えられるのが、Ａ型の

事業と所属企業の事業とが競業する場合、例えば、

同じパン屋である、同じエリアでお弁当を売って

いるなどといった場合であり、その場合は、許可

が得られない可能性もある。しかし、所属企業で

の仕事と類似の仕事をＡ型で行うことは、障害者

が仕事に慣れたり、就労能力を高めたりするには、

望ましいことといえる。就職する際や、復職する

際に、企業での業務と異なる仕事をＡ型で行った

としても、訓練にはなりにくい。障害者にとって

は、似た仕事を行うことができるＡ型で働く方が

望ましいといえる。 

 一般に、懲戒事由の該当性判断においては、ど

ちらかというと、使用者側に厳しい判断になるた

め、たとえ類似する業務のＡ型で許可なく働いた

としても、秘密の漏えいや自社の利益の侵害など

が明らかな場合を除き、たとえ無許可で兼業した

という事実があったとしても、懲戒処分自体は違

法や無効になる可能性が高いのではないかと考

える（図表３）。 

次に、ガイドラインの①労務提供上の支障があ

る場合と、④自社の名誉や信用を損なう場合につ

いて検討する。一般就労へのスムーズな移行や休

職からの復職支援のためにＡ型を利用する場合

には、これらの問題は生じないため、所属企業が

これらの理由に兼業を制限することは許されな

いことになろう。 

 ただし、Ａ型での勤務日数や勤務時間次第では

（Ａ型での労働時間が長時間に及ぶような場合

等）、所属企業での労務提供に支障が及ぶことも

考えられるため、障害者の負担という面だけでな

く、懲戒処分や所属企業との関係においても、Ａ

型と所属企業での労働日数と労働時間は重要と

なる。 

 最後に、Ａ型事業所側から見た場合、Ａ型で働

いている利用者が別の会社でも働くことになる

ため、Ａ型事業所の就業規則にも、兼業や二重就

業を制限する規定があるとすれば（Ａ型事業所で

あっても常時１０人以上の労働者を使用してい

る場合には就業規則の作成義務を負う）、Ａ型事

業所との関係でも問題になることがある点にも

注意が必要である。 
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図表３ A 型併用の場合の考え方 

 

   

Ⅱ 労働時間の通算 

【労働基準法（労基法）上の労働時間の考え方】 

 労働基準法３２条は、法定労働時間（週４０時

間、１日８時間）を超えて働かせてはならないと

定める。しかし、日本では、週４０時間以上や１

日８時間を超えて働くことは珍しくないが、法定

労働時間を超えて適法に働かせるためには、使用

者は以下の手続等を尽くさなければならない。 

 法定労働時間を超えて働かせる（時間外労働を

させる）ためには、まず、使用者と労働者の過半 

 

 

数を代表する者との間で「３６協定」（労働基準法

３６条に定める労使協定）を締結し、それを労働

基準監督署に届け出なければならない。次に、時

間外労働をさせた場合には、使用者はその時間に

対する割増賃金を支払わなければならない（図表

４）。 

１つの会社の中だけで働いている場合には、問

題が複雑になることは少ないが、兼業を行ってい

る場合には、次にみる「労働時間の通算の問題」

が生じるため、さらに検討が必要となる。

 

  
図表４ 労働時間の通算 
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【兼業の場合の労働時間の計算方法】 

 労働基準法３８条１項によると、「労働時間は

事業場を異にする場合においても、労働時間に関

する規定の適用については、通算する」と定めら

れている。この「事業場を異にする場合」とは、

１つの会社の使用者の下で、事業場を異にする場

合（例えば、所属大学のＡキャンパス、Ｂキャン

パスがあり、Ａで働いた時間とＢで働いた時間を

通算するというもの）だけでなく、異なる複数の

使用者の下で、事業場を異にして働く場合も通算

される（例えば、所属大学で働いた時間と、非常

勤講師として別の大学で働いた時間を通算する

というもの）という解釈が取られている。 

例えば、同じ日に、Ａという会社で５時間働き、

さらにＢという会社で５時間働いた場合、１日の

総労働時間は１０時間となり、８時間を超えるこ

とになるため、Ａ会社とＢ会社は、時間外労働に

関するルールに従う必要が生じる。このように労 

 

 

働時間が通算されるため、使用者は他企業で兼業

している労働者について、労働時間を報告させて

実態を把握し、違法な時間外労働を行わせること

にならないよう注意しなければならない。 

 ただし、労働者が十分な報告を行わず、使用者

が他企業での労働を認識できなかった場合、労働

時間の通算による労働基準法違反の刑事罰を使

用者が受けることはない。使用者には故意がない

とされ、刑事罰は不成立となると理解されている。 

 時間外労働の労働者単位の上限規制は、通算さ

れた時間に対して適用されるため、この上限規制

についても、各企業は注意が必要ということにな

る（図表５）。 

 以上のことから、兼業している場合、労働時間

の通算ルールが使用者に適用されるため、労務管

理等が複雑になるということをまず押さえてお

いていただきたい。 

  

  
図表５ 兼業の場合の労働時間の計算方法 

 

   

【割増賃金の支払い義務】 

１日の労働時間が８時間を超えた部分（これを、

「時間外労働」という）に対し、使用者は割増賃

金の支払い義務を負う。時間外労働に対する割増

率の最低基準は２５％である（時給が１０００円

の場合、割増賃金は１２５０円（以上）となる）。 

兼業の場合に生じる問題は、Ａ会社で５時間、Ｂ 

 

会社で５時間働いた場合に、どちらの会社が割増

賃金を支払うのか、という点である（図表６）。 

それぞれの企業が、労働者を５時間ずつ働かせ

ること自体は違法ではないが、８時間を超える労

働になるため、各企業が３６協定を締結しておく

必要がある。 

  

 

  



66 

 

  
図表６ 割増賃金の支払い義務 

 

  

 

次に、誰が割増賃金の支払い義務を負うかにつ

いては、労働契約の締結の先後によって決せられ

る。ある労働者が、先にＡ社と労働契約を締結し

て１日５時間働くと決めており、その後にＢ社と

の間で１日の労働時間を５時間とする労働契約

を締結した場合、後で契約を締結したＢ社が、８

時間を超える２時間分の割増賃金（１２５％）を

支払う義務を負う。労働契約の締結順序が逆だっ

た場合には、Ａ社が支払う義務を負うこととなる

（図表７）。 

 

 
図表７ 割増賃金支払いの基本ルール１ 
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ここまで説明してきたような、１日の所定労働

時間が５時間ずつで、残業を行わない場合であれ

ば、比較的分かりやすいルールであるが、Ａ社や

Ｂ社が所定労働時間を超えて働かせた場合は、問

題がさらに複雑になる。 

まず、（図表８）上図の、労働者がＢ社とだけ労

働契約を締結している場合を説明する。労働者が、

所定労働時間の５時間を超えて、２時間の残業

（８時間の法定労働時間を超えない範囲で行わ

れる残業のことを「法内超勤」と呼ぶ）を行った

場合、Ｂ社は、その２時間分に対して、「通常の賃

金」（１００％）の支払いをしなければならない。 

 

 これに対し、（図表８）下図のように、労働者が

Ａ社で兼業を開始した場合には、問題が複雑とな

る。１日の所定労働時間はＡ社５時間、Ｂ社５時

間であるとして、８時間を超える２時間分の割増

賃金を支払うのは、後から労働契約を締結したＡ

社であることは、先ほど説明した通りである。こ

のような状況において、Ｂ社が、２時間の残業を

させた場合、この２時間分については、割増賃金

の支払いが必要となる。つまり、労働者がＡ社で

の兼業を始める前は、１００％の支払いで足りて

いたところ、兼業開始後は、１２５％の割増賃金

の支払いが必要となる。 

 
図表８ 割増賃金支払いの基本ルール２ 
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【A 型併用の場合の考え方】 

 以上の基本的な労働法上のルールを前提に、Ａ

型併用の場合を考えてみると、企業での労働時間

とＡ型での労働時間は通算されることを、まずは

確認しなければならない。現状の利用の仕方であ

れば、通算をした場合であっても、１日８時間、

週４０時間を超えることは、実態としてほとんど

ないと考えられるが、今後、Ａ型の利用と企業で

の雇用という併用を広げていくと、労働時間に関

する問題が生じる可能性がある（図表９）。 

そのことから、併用を行う場合には、企業とＡ

型事業所に対し、労働時間の通算のルールを十分

に周知していく必要がある。 

 Ａ型を利用している人が、一般就労の移行に向

けて企業就労を始めるという入り口での併用の

場合、労働契約を先に締結しているのはＡ型であ

るため、割増賃金を払う可能性が生じたとしても、

それは企業の方ということになる。しかし、Ａ型

で所定外労働が行われれば、割増賃金支払い義務

が生じる可能性はゼロではない。 

 

一方で、企業で働いている者が、途中でＡ型を

併用するといった場合には、Ａ型との労働契約の

締結が後になるので、Ａ型事業所のほうに割増賃

金の支払い義務が生じる可能性が出てくる。 

 休職中にＡ型を利用する場合には、休職期間中、

企業での労働はないため、労働時間通算の問題は

出てこないと考える。 

 

 以上のような問題がＡ型との併用では出てく

ると考えられる。いずれにせよ、併用を行うとい

った場合には、Ａ型において３６協定を締結して、

８時間を超えて働かせることができるように、少

なくとも労働基準法上の要件を満たすというこ

とが求められるのではないだろうか。 

 Ａ型だけを利用しているときは、８時間を超え

て働かせることはないため、ルールを定めていな

いところが多いのではないかと予想されるため、

その点をまずは考えなければならない。また、Ａ

型事業所の人たちに、労働法上のルールについて

十分知ってもらうことが必要になることだろう。   
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図表９ A 型併用の場合の考え方 
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令和４年度 厚生労働科学研究費補助金(障害者政策総合研究事業) 

 

分担研究報告書 

 

企業等で雇用されている間における就労継続支援等の適正な実施プロセスについての研究 

企業雇用中に就労系障害福祉サービスを利用することで生じる社会保険・労働保険の適用問題 

 

研究分担者 永野仁美 (上智大学) 

  

研究要旨 

本稿では、企業で働きつつ福祉的就労にも従事する者の社会保険及び労働保険の適用の関係について

明らかにすることを目的とした。そして、企業で就労しつつ A 型事業所でも就労する場合には、社会保

険・労働保険の適用に関しても「兼業・副業」の場合に適用されるルールを適用する必要性、企業での

就労と B 型事業所での就労を組み合わせる場合の通勤災害の取扱いについて検討する必要があること等

を指摘した。 

 

A.研究目的 

 企業に雇用されている間に就労系障害福祉サ

ービスを利用することで生じる社会保険・労働

保険の適用問題を考察し、それを共同研究者間

の予備知識として共有することを目的とする。 

 

B.調査方法 

 日本における社会保険（公的年金、公的医療保

険）、及び、労働保険制度（雇用保険制度、労災

保険（労働者災害補償保険））について、法令調

査を行う（ただし、公務員については調査の対象

外）。 

 

C.結果 

Ⅰ 社会保険 

公的年金及び公的医療保険の仕組みは、「労働

者」を対象としてスタートし、徐々に労働者以外

の者（例えば、自営業者等）に保障の範囲を拡大

していったという沿革を有する。こうした沿革

を背景として、現在でも、一定の条件を満たす形

で企業で働く場合には、厚生年金・健康保険の適

用を受けるが、そうでない場合には、国民年金・

国民健康保険の適用を受ける仕組みとなってい

る。 

 

（１）年金 

 厚生年金の被保険者となるのは、適用事業所

に使用される７０歳未満の者である（厚年９条）

（図表１）。この「使用される」に関しては、「従

業員が事実上労務を提供し、これに対して事業

主が報酬を支払う関係」という定義がなされて

いる。労働基準法における労働者に加え、当事者

間で請負契約や準委任契約が締結される場合に

も、厚生年金の被保険者とすることが適切か否かと

いう観点から判断がなされる。それゆえ、例えば、法

人の代表者（理事や取締役等）であっても、労務の

提供に対し報酬の支払いを受けている場合には、

使用関係が肯定される。 

 A 型事業所で就労する場合は、当然に「使用関

係」があると言えるが、B 型事業所で就労する場

合には、厚生年金保険法上「使用関係」があると

言えるかどうかが問題となりうることから、こ

の点について議論を行う必要がある。また、その

際には、国民年金に加入する場合と比較しつつ、
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事業主及び本人の厚生年金保険料負担について

検討する必要もあろう（図表２）。 

 その一方で、「使用関係」にある場合にも、一

定の場合には厚生年金の適用除外となる。その

典型が、一定の範囲の短時間労働者である。図表

３で示される通り、例えば週の所定労働時間が

２０時間未満である場合には、就労している先

の企業規模に関わらず、厚生年金の適用はない。

同時利用者は、それぞれの場所での週の所定労

働時間が短いことが予想されることから、厚生

年金の適用対象とはならない可能性があること

に、留意する必要がある。 

もっとも、同時利用者が、複数の適用事業所で

厚生年金の適用要件を満たす場合もないわけで

はない。厚生年金の適用要件は、事業所ごとに判

断がなされることとなっているが、複数の適用

事業所で適用要件を満たす場合には、①所管の

年金事務所を選択して、届け出ること、②選択さ

れた年金事務所で、報酬月額を合算して標準報

酬月額を決定すること、③保険料額をそれぞれ

の事業所で受ける報酬月額に基づき按分するこ

と、④各事業所において毎月の保険料を支払う

ことが求められる。 

図表１ 適用事業所：（厚年６条） 

・次に掲げる事業の事業所で、常時 5 人以上の従業員を使用するもの 

イ 物の製造、加工、選別、包装、修理又は解体の事業 

ロ 土木、建築その他工作物の建設、改造、保存、修理、変更、破壊、解体又はその準備の事業 

ハ 鉱物の採掘又は採取の事業 

ニ 電気又は動力の発生、伝導又は供給の事業 

ホ 貨物又は旅客の運送の事業 

ヘ 貨物積卸しの事業 

ト 焼却、清掃又はと殺の事業 

チ 物の販売又は配給の事業 

リ 金融又は保険の事業 

ヌ 物の保管又は賃貸の事業 

ル 媒介周旋の事業 

ヲ 集金、案内又は広告の事業 

ワ 教育、研究又は調査の事業 

カ 疾病の治療、助産その他医療の事業 

ヨ 通信又は報道の事業 

タ 社会福祉法（昭和二十六年法律第四十五号）に定める社会福祉事業及び更生保護事業法 

（平成七年法律第八十六号）に定める更生保護事業 

レ 弁護士、公認会計士その他政令で定める者が法令の規定に基づき行うこととされている法律 

又は会計に係る業務を行う事業 

＊これ以外の事業所の事業主は、当該事業所に使用される者の 2 分の１以上の同意を得て、厚生労働

大臣の認可を受けて、当該事業所を適用事業所とすることができる。 

・国、地方公共団体又は法人の事業所で、常時従業員を使用するもの 

・船員として船舶所有者により使用される者が乗り組む船舶 
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図表２ 保険料 

〇厚生年金の保険料 

・標準報酬月額及び標準報酬額×保険料率（18.3％）（厚年 81 条） 

・労使折半で負担（厚年 82 条） 

・育児休業等期間／産前産後休業期間中の保険料の申出による免除等 

〇国民年金の保険料（厚生年金の適用を受けない場合） 

・定額：令和 4 年度は、月額 16,590 円（国年 87 条） 

・保険料免除 

 法定免除（国年 89 条） 

障害年金受給者（2 級以上）、生活保護（生活扶助）受給者、国立ハンセン病療養

所などで療養している者 

  申請免除・猶予等（国年 90 条以下） 

   前年所得が一定以下の場合や失業した場合 

   学生納付特例 

   産前産後期間（届出が必要） 

・厚生年金の適用対象とならず、厚生年金の被保険者に扶養されている場合、第 3 号被保

険者となり、保険料負担は発生しない。 

 

 

図表３ 短時間労働者の扱い 

・週の所定労働時間又は１月間の所定労働日数が、通常の労働者の 4 分の３以上 

  → 厚生年金の被保険者 

・週の所定労働時間又はいか月の所定労働日数が、通常の労働者の 4 分の３未満 

  → 次の要件を満たせは、厚生年金の被保険者 

①従業員数 100 人超＊の企業、又は、労使間で加入について合意のある従業員数

100 人以下の企業で働いている 

      ②週の所定労働時間が 20 時間以上 

   ③月額賃金が 8 万 8000 円以上 

   ④勤務期間が２か月超（見込みを含む） 

 （注）企業規模は、2024 年 10 月以降、50 人超に拡大される。 

 

（２）医療保険 

 企業で働く労働者が対象となる健康保険につ

いても、適用に関する基本的な考え方は年金の

場合とほぼ同じである（７０歳未満という年齢

要件はない）。ただ、医療保険の場合は、健康保

険における「被扶養者」の仕組みの存在により、

適用関係が年金の場合よりも複雑となる（本人

が健康保険の被保険者となるのか、本人とその

家族の状況により被扶養者として家族の健康保

険でカバーされることとなるのか、あるいは、国

民健康保険の被保険者となるのか）。 
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Ⅱ 労働保険 

 企業で働く場合には、労働保険の適用関係に

関する問題も生じる。 

 

（１）労災保険 

 労災保険は、労働者を使用する事業を適用対

象とするため、どのような働き方であれ（すなわ

ち、週の所定労働時間が非常に短くても）、労災

保険による補償の対象となる（労災３条）。企業

で就労しつつ、A 型事業所で就労する場合には、

「複数事業労働者（事業主が同一でない二以上

の事業に使用される労働者（労災１条））」に関す

る仕組みの対象にもなりうる。 

他方、労災保険の適用の対象となる「労働者」

については、労働基準法９条の「労働者」と同一

であるとの解釈がなされている。そのため、「労

働者性」は認められないとされている B 型事業

所で就労する障害者の事故については、現在、労

災保険の適用対象外とされているが、労災保険

による補償を行い得るのかについて、特別加入

制度の利用可能性も含めて、別途検討する必要

がある。また、特に、同時利用の場合には、B 型

事業所から企業への移動について、通勤災害が

認められ得るかどうかも論点となりうる。現在、

複数の事業所で働く労働者については、１つ目

の就業場所での勤務が終了した後に２つ目の就

業場所へ向かう場合の移動についても通勤災害

が認められている（労災７条２項２号）。A 型事

業所と企業間の移動については、通勤災害が問

題なく認められるが、B 型事業所と企業間の移動

について、これが認められる可能性について、検

討する必要があろう。 

 

（２）雇用保険 

 雇用保険については、週の所定労働時間が２

０時間以上である労働者が、その被保険者とな

る（雇保４条～６条）。被保険者要件は、１つの

会社で満たす必要があるため、例えば、企業で週

１８時間、A 型事業所で週１８時間という形で就

労する場合には、雇用保険の対象とはならない。

他方、複数の会社で被保険者要件を満たす場合

には、主として家計を維持している方を選ぶこ

ととなる。 

 

D. 結論 

 A 型事業所での就労は「雇用」とされているこ

とから、企業で就労しつつ A 型事業所でも就労

する場合には、社会保険・労働保険の適用に関し

ても、「兼業・副業」の場合に適用されるルール

を適用すれば良い。他方、企業での就労と B 型

事業所での就労を組み合わせる場合には、B 型事

業所で働く者の「使用関係」（社会保険の場合）

や労働者性（労働保険の場合）について検討した

うえで、その適用の在り方について改めて考え

る必要がある。とりわけ、労災保険における通勤

災害の取扱いは、同時利用を推進していく際に

問題となり得る重要な論点と言える。 

 

E. 健康危険情報 

なし 

 

F. 研究発表 

1.論文発表 

なし 

2.学会発表 

なし 

 

G. 知的財産権の出願・登録状況 

1.特許取得 

なし 

2.実用新案登録 

なし 

3.その他 

なし 
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令和４年度厚生労働科学研究費補助金(障害者政策総合研究事業) 

(分担)研究報告書 

企業等で雇用されている間における就労継続支援等の適正な実施プロセスについての研究                     

（22GC1018）  

就労系障害福祉サービスの多様な利用ニーズへの 

栃木県・埼玉県の相談支援従事者の認識に関する調査 

 

研究分担者 野﨑智仁  国際医療福祉大学・保健医療学部・作業療法学科 

【研究要旨】 

 本調査は，就労系障害福祉サービス事業への多様なニーズを把握するため，栃木県，埼玉

県にて相談支援専門員として従事する支援者にヒアリング調査を実施した．相談支援専門

員を対象とした理由としては，従事する地域において様々な支援関係機関との連携実績が

あり，障害種が限定されずに，多様な障害のある対象者からニーズを把握しやすい立場にあ

ることから選定した．結果としては，症状や生活状況の変化に合わせた併用へのニーズ，雇

用率達成には到達していないものの雇用契約締結時から労働時間の拡大へのニーズ，加齢

や対象者のモチベーション低下に伴うフェードアウトへのニーズがあることがわかった． 

 本研究において，就労系障害福祉サービスの多様な利用を目指す必要があり，これにより

労働市場に参画できなかった障害がある対象者が社会参加をするきっかけとなり，支援効

果を高めることや自己実現を促進することが可能であることが明らかとなった． 

 

A.研究目的 

 近年，障害者の一般就労件数は増加傾向

にある．厚生労働省（2022）は令和 4 年に

おける障害者雇用状況の集計結果において，

民間企業では 61万 3,958.0人，対前年度差

1 万 6,172.0 人増加であったと報告してい

るように，年々，増加の一途を辿っている．

この背景には，障害者雇用促進法において

法定雇用率が上昇して現在では 2.3％とな

ったことも関係しているが，保健，医療，福

祉の発展により障害者自身が社会参画しや

すくなったことも影響している．公共職業

安定所への障害者の新規求職者数も増え続

けていることから，就労を希望する障害者

が増加していることが，雇用者数増加の背

景として考えられる． 

 就労を希望する障害者の増加とともに，

就労の仕方についても多様なニーズが生ま

れている．石原らは（2023），就労継続を妨

げる要因として，職場における障害特性へ

の理解の不足や，環境変化により生活面で

の必要な支援が得られなくなることなどを

報告した．植田（2010）は，高齢化する知的

障害者への支援について，健康保持と日常

的な生活アセスメントの重要性や環境要因

についての検討の必要性，高齢化する家族

に対応した支援のあり方が重要であると報

告した．このように，就労系障害福祉サービ

スについても，そのニーズに応えるべく対

応が求められている． 

 本研究では，栃木県，埼玉県で相談支援専

門員として従事する支援者にヒアリング調
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査をし，支援を振り返りながら，昨今の対象

者が就労系障害福祉サービスにどのような

ニーズがあるのか明らかにすることを目的

とした． 

B.研究方法 

１．対象者 

① 木村友一氏（所属：NPO 法人那須フ

ロンティア地域生活支援センターゆ

ずり葉・栃木県那須塩原市） 

② 新井利昌氏（所属：埼玉福興株式会

社・埼玉県熊谷市） 

２．調査時期 

① 2023 年 3 月 3 日 

② 2023 年 3 月 7 日 

３．調査内容 

  研究対象者の従事する地域における就

労移行支援，就労継続支援 A 型，就労継

続支援 B 型の利用ニーズ，あるいは支援

を導入し始める時期における就労支援へ

のニーズなどについてヒアリング調査を

行った． 

 

C.研究結果 

１）支援事業所の概要 

① NPO 法人那須フロンティア 

代表：荻原喜茂 

事業：指定一般相談支援事業，指定

特定相談支援事業，基本相談支援，

地域活動支援センター事業Ⅰ型，就

労移行支援事業，職場適応援助者支

援事業 他（図 1） 

② 埼玉復興株式会社 

代表：新井利昌 

事業：指定特定相談支援事業，グルー

プホーム，就労継続支援 B 型事業，

自立訓練 他（図 2） 

 

 

図 1 NPO 法人那須フロンティアの cafe  

 

 

 
図 2 埼玉復興株式会社のハウス農場 
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2）ヒアリング結果 

 結果については，表 1 に示す． 

コアカテゴリー サブカテゴリー 

症状や生活状況

の変化に合わせ

た併用へのニー

ズ 

 精神障害者は，体

調の波がある． 

 一見，改善したよ

うに見えても，周

囲の関わり方に

よっては変調す

ることもある． 

 職場内の職員異

動などにより関

わる方が変われ

ば対象者に与え

る影響も変わる。

動揺につながる。 

 内科系疾患の合

併では，状態悪化

もあるため状態

のモニタリング

は重要。 

 ライフステージ

が変化すると，家

族が死去したり，

健康上の課題を

抱えることによ

り，対象者にも影

響が生じる． 

雇用率達成には

到達していない

ものの雇用契約

締結時から労働

時間の拡大への

ニーズ 

 週 20 時間以上の

労働時間の壁が

あり，短時間労働

を求めている対

象者がいる． 

 超短時間労働か

ら段階的に労働

時間を増やすた

めのサービスが

必要． 

 生活を大きくは

変えたくはなく，

一方で無理しな

いで働きたいと

望む対象者． 

 訓練場面では，一

般就労が困難だ

と判断されてし

まう対象者でも，

労働場面に出れ

ば働ける可能性

もある． 

 企業も人手不足

があり，雇用率達

成とは異なるニ

ーズがある． 

加齢や対象者の

モチベーション

低下に伴うフェ

ードアウトへの

ニーズ 

 対象者が就労し

て 10 年，20 年と

経過すると，以前

のようには働け

なくなっている． 

 就職した当初は，

とにかくその職

場に適応するた

めに奮闘してい

た対象者が，職場

定着していくと

働き方などを考

えることがある． 

 一般就労するこ

とが目的であっ

たのが，生活全体

の質を求めるよ

うに変化する． 
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D.考察 

１． 就労系障害福祉サービスの併用時期 

  ヒアリング結果から，就職するタイミ

ングと長期に就労を続けていった後に，

就労系障害福祉サービスの併用を求める

ことが明らかとなった．併用によって一

般就労に移行しやすくなることにより，

これまで以上に一般就労に結びつく対象

者は増加することが予想される． 

  この見極めは，就労系障害福祉サービ

スにおけるアセスメントが重要になるこ

とが考えられる．野中（2008）は，

assessment について「見立て」と訳し，

読み違えるとその後の支援はほとんど成

功しない，と説明している．予後予測を誤

るとタイミングを間違えたり，失ったり

してしまう．この専門性をいかに獲得し

ていくかが支援者には求められる． 

２．福祉と労働を行き来できる体制整備 

  就労を続けていく中で，病気を発症し

たり，不調になることは，障害の有無に限

らず，どの人間にも起こりうるものであ

る．障害者に置き換えると，体調を改善さ

せる期間の対応，また就労先との調整な

ど，自身の奮闘努力だけでは解決できず，

支援として他者に援助を求めることが必

要となる．この点も，復職や休職のタイミ

ングを誤ると，職を失うことにも繋がっ

てしまうため，支援者の専門的知識，技術

が求められる． 

 

E.結論 

 就労系障害福祉サービスに対して，症状

や生活状況の変化に合わせた併用へのニー

ズ，雇用率達成には到達していないものの

雇用契約締結時から労働時間の拡大へのニ

ーズ，加齢や対象者のモチベーション低下

に伴うフェードアウトへのニーズがあるこ

とが明らかとなった。 

  

F．健康危険情報 

なし 

G.研究発表 

１．論文発表 

  なし 

２．学会発表 

  なし 

 

H.知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

  該当なし 

 ２．実用新案登録 

 該当なし 

 ３．その他 

 該当なし 
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雇の有効性：ネオユニッ
トほか事件 

ジュリスト 1576 154-157 2022 

https://researchmap.jp/hitomi_nagano/published_papers/40126603
https://researchmap.jp/hitomi_nagano/published_papers/40126603
https://researchmap.jp/hitomi_nagano/published_papers/40126603
https://researchmap.jp/hitomi_nagano/published_papers/40126603
https://researchmap.jp/hitomi_nagano/published_papers/40126603
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永野仁美 フランスの障害者雇用・
就労政策③－ESAT（就労
支援機関・サービス） 

月間福祉 105(4) 88-91 2022 

野﨑智仁 精神障害者の精神症状と
社会生活技能の遂行状況
が就労定着に与える影響
に関する研究 

国際医療福祉
大学学会誌 

27（2） 31-42 2022 

 

 
     学会発表                                                     
 

  発表者氏名   論文タイトル名  学会大会名 

  巻号 

 ページ 

  発表年 

長谷川珠子 裁判例からみる精神
障害者雇用 

日本産業保健法学会第2回学術大会シ
ンポジウム２「精神障害者の雇用促進
と法－合理的配慮を中心に 

2022 

野﨑智仁、郡司空、渡
邊龍ノ介、田上莉帆、
北條友哉、佐藤凪紗、
竹越仁美、秋元祐希、
藤宮将大、石川和正、
大谷樹生、千吉良知
映、奥村隆彦 

就労支援に関連した
身体障害領域におけ
る作業療法報告事例
の分析 

日本職業リハビリテーション学会第49回
宮城大会 

2022 

野﨑智仁、平野大
輔、木原藍子、添野
裕太、谷口敬道 

精神障害者の疾病要
因と社会生活技能が
1年以上の就労定着
に与える影響の分析 

日本作業療法学会第56回大会 2022 

 

https://researchmap.jp/hitomi_nagano/misc/36479031
https://researchmap.jp/hitomi_nagano/misc/36479031
https://researchmap.jp/hitomi_nagano/misc/36479031


令和５年 ５月 ３０日 
厚生労働大臣 殿                                       

                     
                              機関名 常磐大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 富田 敬子         
   

   次の職員の令和４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 厚生労働科学研究費 障害者政策総合研究事業                    

２．研究課題名 企業等で雇用されている間における就労継続支援等の適正な実施プロセスについての研究

（22GC1018） 

３．研究者名  （所属部署・職名）   人間科学部・准教授                               

    （氏名・フリガナ）   若林 功 （ワカバヤシ イサオ）                               

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 高松大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 


















